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第 1 章 課題と方法  

第 1 節 森林の現況  

第 1 項 世界の森林の現状  

 世 界 的 な森 林 減 少 が叫 ばれて久 しい。国 連 食 糧 農 業 機 関 （FAO）の「世 界 森 林 資 源 評 価 2005

（FRA2005）」によると，世界の森林面積は，2000 年には 39 億 9 千万 ha であったのが，2005 年には

39 億 5 千万 ha にまで減少している。特に減少が大きいのがアフリカと南米で，それぞれ年平均 400

万 ha 以上の森林が減少しており，毎年 0.5％の減少率となっている。他方，アジアでは森林面積が

増加傾 向にある。これは中国が大規 模な造林 を行っているということが理 由として考えられる。さらに，

ヨーロッパでは 1990 年代から森林面積が増加しており，世界的にみると二極化傾向にあるともいえ

る。 

 また，石油の枯渇などへの不安などから，再生可能資源として木材が注目されている。FAO による

と，2007 年における世界の産業用丸太消費量は 17 億 722 万 m
3 で，10 年前の 1997 年に比べて 1

億 6,775 万 m
3（1997 年比 11%）の増加となり，これまでにない高い水準で取引が行われている。 

 このような中，地球温暖化ガスである二酸化炭素の吸収源として森林が脚光を浴びている。特に，

2001 年に行われた COP7 において採択されたマラケシュ合意により，クリーン開発メカニズム（CDM）

の運用が定められた。これにより，経済 的 な枠 組 みの中で二 酸化 炭素の量が取 引されるようになり，

造林や森林の保全が重要な位置づけになってきている。すでに造林が終わっている場合は，適切な

管理を行わないと吸収源とは認められないことから，適切な管理の下で森林を再生して利用すること

が求められている。 

 これらが指 し示 していることは，世 界の木 材 利用 は，熱 帯 林などの天 然 林利 用 から，人の手によっ

て造 林 ・育 林 された人 工 林 利 用 へと大 きく移 っていこうとしているということである。つまり，木 材 の供

給地が，開発途上国から先進国へと移りつつあると言い換えることができる。 

 

第 2 項 日本の林業の特徴  

 我 が国 は，国 土 の 67％が森 林 におおわれており，木 材 としての利 用 を想 定 して作 られ人 工 林 が

41％を占めている（林野庁 2010）。終戦当 時は木材資源が枯渇し，需 給バランスが大きく崩れてい

たが，戦後 60 年かけてこれだけのストックを実現しており，他国に先駆け，森林を管理して木材利用

を行ってきたといえる。この間，人工林経営のノウハウが蓄積されてきていることから，今後，日本の森

林・林業が世界の森林・林業のモデルとなることが期待される。 

 一方で，我が国は木材 の自給率は低く，荒廃した森林も増えてきており，豊富な森林資 源や人工

林 経 営 のノウハウを十 分 には生 かし切 れていない。適 切 な管 理 の下 で，持 続 可 能 な林 業 経 営 を行

い，木材を供給できる状況を生み出すには，我が国林業の生産構造を分析することで問題点を明ら

かにし，解 決 策 を見つけ出すことが必 要である。他 産 業では経 済 分 析や経 営 分析が多 数 行われて

きたが，林業に関しては有用な分析は少ない。その要因は我が国林業の特殊性に起因するところが

大きいと思われる。 

 そもそも我が国の林業は，50 年程度かけて樹 木を成長させて伐採を行うことを前提としているが，

生 産 期 間 がこれほど長 期 に亘 る産 業 は皆 無 といってもよいほどである。このため，生 産 途 中 で諸 条
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件が変化し，当初の目論見通りには行かないことがほとんどであると考えられる。その一方で，気候が

温 暖 であり，人 間 側が何もしなくても樹 木が成 長するため，人為 的 な管 理が行われないことも多 い。

また，樹木が成長すると木材としての価値が増加することから，木材をいつ伐採するかが明瞭ではな

く，結 果 的に資産 保 持 的になりやすい。このため，他 産 業とは異なり，経 済 合理 性が働きにくいと考

えられる。そして，スギやヒノキ等の人工林の場合，15 年生程度になってくると，数年に一度程度，保

育 作 業 を行 うだけでよくなるため，作 業 が間 断 的になる。さらに，何 年 後にどの作 業 を行 わなければ

ならないと言 うことは明 確 には決 まっていないため，作 業 の実 施 時 期 は時 々の状 況 に左 右 されやす

い。その上 ，森 林 には水 源 涵 養 や二 酸 化 炭 素 吸 収 などの外 部 経 済 効 果 があることから，単 純 に林

業の経済性のみを論じることは難しい。 

 森 林 は当 然 ながら気候 や土 壌 などの自 然 条件 の影 響 を受 けやすく，地 域 性 が強い。林 業 も森 林

のあり方に依存することから，地域性が強い。たとえば，我が国の中であっても，雪の多い北海道と温

暖な九州とでは，植生が異なり，たとえ同じ樹種 であっても成長量や形態 は異なってくる。また，同 じ

樹種を育てようとしても，雪が多い地 域と台 風が多い地 域とでは管 理の方法も異 なってくる。さらに，

斜 面 の傾 斜 の具 合 によっても管 理 上 ，気 をつけなければならない事 柄 が異 なってくる。このような自

然 条 件 の違 いによる地域 性 もあるが，これまでに行 われてきた森 林 管 理 の状 況 も地 域によって異 な

る。林 道，作 業 道等の整 備状 況 や，需 要 者の状 況などの社会 的 な諸条 件も異なってくる。このため，

技術の応用は容易ではない。 

 林業の担い手に注目すると，戦後の日本では，自己所有林の管理を森林所有者またはその家族

が行 い，自 家 労 働 でまかなわれてきた。このため，林 業 センサス等の統 計で表 面 的 なデータ収 集は

可 能であったが，収 益がどれくらいあるのか，どれくらいの労 働 力が森 林に投 入 されたのか等 ，林 業

の実態を掴むことが難しかった。その上，近年では自家労働による森林管理があまり行われておらず，

森林所有者を分析対象 として林業を語ることが困難な状況となっている。一方で，民間事業体は零

細であり，活動場所が山の中であることから，これも活動を把握することは難しい。我が国では林業の

現場は労働条件が劣悪と言われており，若い人が就職しようとしても，現実には厳しいものがある。 

 生産の重要な要素である資本については，林業では零細企業が多いことから，資本投下が行われ

にくい。また，林業 機 械 の価格が高いにもかかわらず，我が国の林業に適 したものではないため，実

際の使い勝手も良いとは言い難く，新規設備投資を行うには難しい状況である。さらに，生産技術も

あまりイノベーションが進んでおらず，生産構造のリストラクチャリングが遅れている。この一因には，林

業への新規参入が難しく，既存の事業体がなかなか淘汰されにくいということが挙げられる。また，過

去に林 業が儲 かった時 期があったことから，過 去の成 功体 験に基づき，いろいろな行 動が習 慣 づけ

られてしまい，新しい技術や機械を取り入れにくくなっていることも考えられる。 

 そして，国や県の政 策 については，長 期 計 画が実 質的には機能 しておらず，絵に描 いた餅になっ

ているというところが大きい。また，ことあるごとに補助金 をつけて古い生 産構造 を維 持しているため，

新陳代謝が進まずにいる。さらに，政 策の目的 が産業育成を目 指しているとは言い難いものであり，

国として生産力が増加しないという一因になっていると考えられる。 

 このため，これら特徴をふまえた分析を行い，政策立案，意志決定を行う必要がある。 

 

第 2 節 計量分析の必要性  

 現実の政 策 ，特に経 済政 策については，その有効 性や効 果がどれほどあるのかが重要 である。そ
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してその評価は数量的に行われることが多い。例えば GDP が何％増えた，雇用が何人分増加した，

というようことが重 視 される。そこで問 題 となるのが，どの政 策 をとるのが最も有 効 なのか，ということで

ある。いろいろな政 策が考 えられるため，それの比 較 検 討 が必 要になる。より精 度 の高い検 討 を行 う

には，経済構造や社会 構造などをモデル化し，政策の影響がどこにどれだけ出るのかを計量する必

要がある。 

 一 方 で，学 術 研 究 においても計 量 分 析 は多 く行 われている。自 然 科 学 分 野 では多 くの研 究 で統

計 的 手 法 が用 いられていたり，社 会 科 学 分 野 でも計 量 経 済 学 や金 融 工 学 などで計 量 分 析 が行 わ

れていたりしている。 

 このように，政 策 立 案 においても学 術 研 究 においても計 量 分 析 は一 般 的 な手 法 であるにも関わら

ず，我が国の林 業 研究 においては計量 分 析があまり行われてこなかった。ここでいう林業 研 究とは，

森 林 の成 長 や林 業 機 械 についての研 究 ではなく，産 業 としての林 業 の研 究 である。近 年 の主 な計

量 分 析 としては，製 材 業 を分 析 した嶋 瀬 他 （2006），閔 (2008，2009)，森 林 所 有 者 について分 析 し

た藤 掛 （2005），林 他 （2006），松 本 他 （2007），紙 産 業について分 析 した加 藤（2008），森 林 政 策 を

分析した栗山他（2006）などが挙げられる。しかし，非計量分析と比べ，数 多く行われているとはいい

がたい。 

 本来であれば，林業政策学，林業経済学の研究者は，林業がいかなる経済構造のもとで成り立っ

ているのかを明らかにし，政策が実行されることで木材の供給量がどれだけ増えるのか，木材価格は

どのようになるのかなどを数量的に解明しなければならない。そして，海外林業との比較や，農業など

の他 産 業 との比 較 を客 観 的 に行 い，産 業 としての林 業 の強 化 策 を議 論 するべきであろう。そのため

には計量分析を行い，比較を容易にする必要がある。 

 我が国の林業研究において計量分析があまり行われてこなかった要因はいろいろと考えられるが，

自然 を相手にした産 業 の特徴である地 域性の強さを挙げることができる。地 域における林業や木 材

関連産業への依存状況など，社会的な地域性もあることから，個別の事例研究が重視されていった

ものと推測される。そして，生産期間が 50 年を超えるような超長期であり，計量分析の枠組みを設定

しにくいということも要因の 1 つであると考えられる。これに付随して，森林所有者が必ずしも金銭的な

合 理 性 のみに基 づいて行 動 しているわけではないと考 えられることから，経 済 学 的 な分 析 が容 易 で

はなかったことも影響していると思われる。さらには，林業の実態に関するデータ収集が困難であるこ

となども，我が国の林 業 研究における計量 分析 の進展を阻害 してきた要 因と考えられる。そこで，本

論文は，我が国林業の特徴をふまえた計量分析手法を提示し，統計データなどを用いて，提示した

手法の適合性を検証することを目的とする。 

 

第 3 節 論文構成  

 本論文の章別構成は次の通りである。第 2 章では，林業の地域性を把握するための分析手法を

考 案 するの開 発 を行 う。従 来 の議 論 では，林 業 に関 する一 面 を捉 えて地 域 性 を論 じることがしばし

ば行われていたが，ここでは森林の動態や社会経済的など，多様な側 面から林業を捉え，地域 性と

共通性を明らかにする手法を検討する。 

 次いで第 3 章では，「時間」についてのアプローチ方法を検討する。生産期間が 50 年を超えるよう

な我 が国 林 業において，もっとも「時 間 」が影 響 してくるのは投 資 を行 うとき，すなわち，造 林を行 うと

きである。そこで，森林 所 有者の造 林 行動に対する「時間 」の影 響を明らかにするアプローチ方 法 を
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提案する。 

 第 4 章では，経済合理性が働きにくい中で，どのような要因が林業に影響を与え，林業活動を規

定しているのかを分析する手法を検討する。近年，多くの研究分野ではマイクロデータを用いた研究

が盛んに行われている。そこで，焦眉の課題となっている間伐について，マイクロデータを収集し，森

林所有者の間伐に対する意志決定を事例として，手法の検討を行うことにする。 

 第 5 章では，技術問題の中でも特に重要な「生産性」をどのように分析するかを議論する。他産業

では生産性についての研究や実務が盛んに行われているが，我が国林業において，生産性はあまり

注 目 されてこなかった。しかし，海 外林 業に押 し負 けている現 状 では，生 産 性 を高めることで低い木

材価格でも利益をあげることが必要である。特に，素材生産における生産性が木材供給に直結する

ことから，素材生産における生産性分析手法について検討する。 

 最後に，第 6 章では第 2 章から第 5 章までのまとめを行い，本研究が林業政策にどのように貢献で

きるのか，今後の展望を述べる。 
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第 2 章 林業地域分類手法  

第 1 節 課題と方法  

 林業には，地理 的要 因，経 済的 要因など，多 様かつ複雑 な要 因が影 響を及ぼしている。このため，

林 業を分 析するためには，対 象 地 域の特 性 を総 合的に把 握 した客 観 的 な地 域 分 類を行 うことが重

要である。 

 地域分類に関する研究は，地理学および農業経済学分野で盛んに行われてきた。その中でも，児

島（1962）が特に知られている。児島は農業の経済的地帯形成原理 を導 き出し，その原理に基づき，

各 種 統 計 指 標 値 を利 用して地 域 類 型 化 を試 みた。児 島の研 究 はその後 ，農 林 水 産 省 の，農業 地

域 類 型 区 分 （山 間 農 業 地 域 ，中 間 農 業 地 域 等 ）へと発 展 し，現 在 も用 いられている。ただし，分 類

方 法 としては主 要 指 標値 の大 小で区 分 を行 う簡 素 なものであり，児 島 （1971）以 降 ，多 変 量 解 析 が

地域 分類の中 心的 手法 となる。手法 別でみると，主成 分分 析または因子 分析（児島 ，1971；尾藤 ，

1985），クラスター分 析 （上 田 ，1985；穆 ・笠 原 ，2000），主 成 分 分 析 または因 子 分 析 とクラスター分

析の併用（小野原・土屋，1977；山中，1982；斉 藤，1982；笠原，1986；農林漁業金融公庫，1991，

1992；能美，2005），判 別分析（今野，1981），因子分析と正準相関分析の併用（北村；1982），クラ

スター分析と判別分析の併用（森，1989）というように，複数の手法を併用した研究が多い。 

 一 方 ，林 政 分 野 では，森 林 のゾーニングに関 するものが多 く，数 量 化 Ⅱ類 を用 いた「森 林 の機 能

別調査実施要領について」（昭和 52 年 1 月 18 日付け林野計第 532 号 林野庁長官通達），数量

化Ⅱ類とⅢ類を併用した川田・松村（2003），AHP を用いた興梠（2003）等が挙げられる。地域分類

の研究は主成 分分 析とクラスター分析 を併用 した岸根（1979）の地域分 類や，離 散型データを用 い

たクラスター分析による黒川（1981）の地域分類が挙げられる。 

 本 章 の課 題 は，外 的基 準 を持 たない場 合 における新 しい地 域 分 類手 法 を提 示 するとともに，これ

を実 際 のデータを用 いて林 業 地 域 分 類 に適 応 することによって，その手 順や特 徴 を整 理 することに

ある。 

 林業 は多様 な要 因が複雑に関連 している産 業であるため，地域分 類 には多変数を用いて分 類す

ることが望ましい。また，分類に際しては，先行研究にみられるように，複数の手法を組み合わせて用

いる方が効果的と考えられる。有力な方法として，これまで，分類結果の解 釈の容易さから，使用 変

数を主成分分 析により集 約し，主成 分スコアを算 出し，これを用いてクラスター分析を実施する方 法

が適 用 されてきた。しかし，この方 法には，主 成 分 スコアを用いることで，主 成 分 分析 本 来の線 形性

の仮定を容認せざるを得ないという欠点がある。 

 本 稿では，この点を補 い，かつ，地 域 分類 をより客 観的に行いうる手法 を提 案する。この手 法は端

的に言えば，分 析データに対して，まず主 成分 分 析を行い，自己 組織 化 マップ（SOM）アルゴリズム

を用いて次元圧縮を行い，Ward 法を用いてクラスタリングし，解釈を主成分スコアにより行おうとする

ものである。 
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図 2-1 分類手順のアクティビティー図  

分析過程  計算過程  

[解 釈 不 可 能 ]  

10）SOM の解 釈  

[取 捨 選 択 未 終 了 ] 

3）PCA によるデータの集 約  

2）データの基 準 化  

4）PCAの結果を元に変数の取捨選択  

1）変 数 の選 定  

9）主成分スコアによる分類結果の解釈  

１,２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

5）SOM アルゴリズムによるサンプル  

数 の削 減 ・次 元 圧 縮 （SOM の生 成 ）  

6）Ward 法による SOM のクラスタリング  

分 類 結 果 の確 定  

7）分 類 結 果 の吟 味  

8）主 成 分 スコアの算 出  

[解 釈 不 可 能 ]  

[取 捨 選 択 終 了 ] 

[解 釈 可 能 ] 

[解 釈 可 能 ] 
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 外的基準を持たない分類の場合，分類結果は，最終的には分析者による主観的な判断に委ねら

れざるを得 ず，先 行 研 究 ではこれの克 服 が不 十 分 であった。しかし，本 方 法 は，多 変 量 データを用

いて客観的に分類を行うことが出来るため，判断のための有効な手段となる。図 2-1 は，この手順を

UML のアクティビティー図に表したものである。以下に，各手法の概要を述べる。 

 

第 2 節 分類手法の概観  

第１項 Ward 法  

 クラスター分析は，分類を行う方法の総称であり， 外的基準を持たない分類を行う際に用いられる。

アルゴリズムや距離の測定方法について多数の研究が行われており，最も一般的な分類手法と言え

る。クラスター分 析の各手 法 については，Anderberg（1988），神 嶌 （2003a，2003b）等 に詳 しい説 明

がある。 

 Ward 法は，Ward（1963）および Ward and Hook（1963）により考案されたアルゴリズムであり，クラス

ター分析の中でも極めて優れたものであると言われ，最も用いられている分類方法の一つである（１）。

Ward 法は，非類似度をもとに，最も距離の近いものからクラスターを逐次合併していく階層的手法と

呼ばれるクラスター分析手法の１つである。この合併過程は，デンドログラム（樹形図）として図示する

ことが可能であり，分類結果の解釈が容易となることから，本稿においても採用する。 

 

第２項 自己組織化マップアルゴリズム  

 近年注目されている分類手法として，自己組織化マップ（SOM：Self-Organizing Maps）アルゴリズ

ムがある。SOM アルゴリズムは，ニューラルネットワークアルゴリズム（NNA）の１つで，Kohonen（1984）

によって開発された。SOM アルゴリズムそのものを SOM と呼ぶ場合もあるが，本稿では，SOM は，

SOM アルゴリズムにより生成された地図を表すこととする。 

 SOM アルゴリズムは，大脳皮質における視覚情報処理に着想を得た数理モデルであり，非線形な

主成分分析という説明をされることもある（徳高・藤村・山川，2002；Rhee et al.  ，2005）。線形の主

成分分析では，事実 上，変数の持つ全ての情報 量を用いてクラスタリングを行うことが不可 能である

のに対し，SOM アルゴリズムでは，変数の持つ全ての情報量を 2 次元に集約する。なお，2 次元であ

ることは本質的ではなく，視覚的に理解しやすいからである。 

 SOM アルゴリズムの基本は次の通りである。入力データは k 個の変数を持ち，サンプル数は h とす

る。また，m×n 行列に配置されたノード（神経細胞）それぞれに対して，参照ベクトルと呼ばれるラン

ダムな k 次元ベクトルがあると仮定する。このとき，入力データ x が与えられると，それは，入力データ

に最も近いユークリッド距 離のノード（「勝 者 」ノードと呼ばれる）に振 り分 けられる。勝 者ノード及 びそ

の近傍のノードの参照ベクトルは，入力ベクトルの値に近づくよう更新され，次の入力データが与えら

れる。勝者の決定は，（2.1）式により，また，参照ベクトルの更新（NNA では，更新の過程を「学習」と

呼ぶ）は（2.2）式および（2.3）式により行われる。 

 min− = −
c i

i
m x m x · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （2.1) 

ただし，m：ノードの参照ベクトル，x：入力データのベクトル，i：ノード番号，c：勝者ノード番号。  
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 : ( )= + −
i i ci i
m m h x m · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （2.2) 

 

2

2
exp

2
α

σ

 − 
= − 

  

i c

ci

r r
h · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （2.3) 

上式中，hc i は近傍関数と呼ばれ，:=は更新を表す。 

ただし，α：学習の強さを表す定数，r i：i 番目のノードの 2 次元配列上での位置を表すベクトル，σ：

近傍の広がりを決める正の定数。 

 このような計 算手 順を繰り返すことで，各ノードの参照ベクトルは，入 力 データのベクトルに近づき，

最終的に，入力データは 2 次元上に配置されたノードに振り分けられ，SOM が完成する。 

 SOM アルゴリズムを用いて地域分類を行う場合，各ノードの参照ベクトルを変数ごとに取り出したマ

ップ（「変 数 マップ」と呼 ぶ）を観 察 することで，どの変 数 が分 類 結 果 に大 きな影 響 を与 えているかを

理解することが出来る。 

 ノードの配置は 2 次元で表現されるが，SOM 全体としては，水平または垂直方向そのものに意味

はなく，また，SOM 上の距離は多次元空間での距離に正比例するものではない。SOM 上の距離が

意味することは，互いに近くに配置されているノードは関係性が高い，ということのみである。このため，

ノード間 の距 離 を色 もしくは濃 淡 で示 せば，色 調 の変 化 により距 離 を感 覚 的 に把 握 することが可 能

である。等差 級 数 的に色 調が変 化し，グラデーションが鮮 やかに描 かれる変 数マップは「優 勢」な変

数マップと呼ばれ，SOM 生成への寄与が高く，SOM の評価を行ううえで重要である。 

 サンプルが予 め分類 されていない場合 ，完 成 した SOM から分 類を行 うには各ノードのベクトルを

Ward 法によるクラスター分析で分類するのが最も有効である。 

 

第３項 主成分分析  

 主 成 分分 析（PCA：Principal Component Analysis）は，多 変数が持つ情報 量の次 元を圧縮 して

表現するために，多変数から主成分と呼ばれる新しい変数を合成する方法である。新変数 z は，元

の変数 x j に w j という重みが付けられ，合成される。 

 紙面の都合上，省略するが，PCA のみを用いた地域分類は，主成分スコアを用いて散布図を描き，

複数の散布図から得た知見を総合的に判断して分析対象の分類を行おうとするものである。  

 

第 3 節 分類手順の詳細  

第１項 分類手順  

 本項では分類手順について述べる。片括弧付き番号は，図 2-1 の片括弧付き番号の分類手順と

対応しているので参照されたい。 

 1） 変数の選定  

 まず，変 数 を選 択 する際 にカテゴリを設 け，各 カテゴリに属 する数 ができるだけ均 等 となるように選

定を行う。 

 2） データの基準化  

 選定された変数の平均が 0，分散が 1 となるよう基準化を行う。これは，人数や面積など，単位が

異なる変数を同時に扱えるようにするためである。 
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 3） PCA によるデータの集約  

 基準化した変数を用いて，第１次的接近として PCA を行う。  SOM アルゴリズムが非線形であるた

め，PCA も非線形で行う方が良いと考えられる。しかし，現在のところ，線形 PCA の信頼性に匹敵す

るだけの非線形 PCA が開発されていないため，本稿では線形 PCA を用いる。 

 4） PCA の結果を元に変数の取捨選択  

 主成分の数は，あまり多くても結果の解釈が困難になるので，変数の取捨選択を行った後 ，できる

限り少数個にするのが良いと思われる。 

 5） SOM アルゴリズムによるサンプル数の削減・次元圧縮  

 続けて，先に基準化した変数を，SOM アルゴリズムにより二次元平面上に投影することにより，サン

プル数の削 減と次元 圧 縮を行い，SOM を生成 する。これにより第１段階 の分類が行われる。  SOM

を変数ごとに見た変数マップを観察することにより，生成された SOM 全体を評価することが出来る。

しかし，変 数 が多くなると，優 勢 な変 数 マップを見つけることが困 難になることが多いため，本 稿では

SOM の解釈を行う前に，各ノードをクラスター分析により分類する。 

 6） Ward 法による SOM のクラスタリング  

 次に，SOM を構成するノードを，Ward 法を適用して分類する。これにより，主成分スコアを用いるこ

とで主 成分 分 析本 来の線形 性の仮 定 を容 認せざるを得 ない，という，先 行研 究の分 類 方法の欠 点

を補うことが可能となり，また，分類結果の解釈を比較的分かりやすく行うことが出来る。 

 7） 分類結果の吟味  

 そして，変数マップと Ward 法での分類結果と，分析者が必要とするクラスター数を相互に照らし合

わせながら，分類結果の吟味を行う。 

 8） 主成分スコアの算出  

 ここで，ノード毎に主成分スコアの算出を行う。 

 9） 主成分スコアによる分類結果の解釈  

 算 出 した主 成 分 スコアにより，分 類 結 果 を解 釈する。主 成 分 スコアを用いることで，分 類 結 果の解

釈を比較的わかりやすく行うことが出来る。 

 10） SOM の解釈  

 最後に，分類結果の解釈を参考にしながら，SOM 全体の解釈を行う。分類結果の解釈が困難で

ある場合，もしくは SOM 全体の解釈が困難である場合は，データの選定に問題があると考えられるこ

とから，手順の最初からやり直す。 

 

第２項 分類手順の特徴  

 本稿で提示する分類 手法とこれまでの分類手法との大きな違いは，SOM アルゴリズムを使用する

点である。SOM アルゴリズムの使用により，従来の PCA では可視化が困難であった 3 次元以上のデ

ータを，2 次元で表現することが可能となる。これらにより，クラスター分析の結果をより直感的に理解

しやすくなる。 

 もう１つの特徴は，使用サンプル数の圧縮である。階層クラスター法はアルゴリズムの関係から，扱う

サンプル数が増えると計算に時間がかかり，分類結果の図示が困難となる。そこで，多数のサンプル

を少数個のノードに振り分けることにより，使用サンプル数を圧縮させ，大規模データのクラスタリング

を比較的容易に行うことが重要となってくる。 
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 ところで，本 稿 同 様 ，数 種 類の手法 を組 み合 わせて分類 を行 った研 究として，オンラインゲーム産

業の分類を行った Lee et al.（2004）が挙げられる。Lee et al .（2004）は PCA の代わりに共分散構造

分析を用いて使用変数を集約し，SOM を生成した後，K-means 法を適用してクラスター分析を行っ

ている。分類手順としては，本稿と同様の発想であるが，共分散構造分析は本来，人間の心理を分

析する手法として開発されたものであることから，本稿では PCA を用いることにした。また，K-means

法 は大 規 模 データのクラスタリングに強みを発 揮する手 法ではあるが，デンドログラムによりクラスタリ

ングの過程が分かる Ward 法の方が地域分類には，より適していると判断される。 

 

第 4 節 林家の林業活動の活発度に関する地域分類  

 本節では，本 稿で提 示 した方法が実用に資するものであるか否 かを検 証するために，現実のデー

タを用いて，林業地域の分類を行うことにする。図 2-1 に，各項と分類手順との対応関係を記載して

いるので参照されたい。なお，図中の囲み番号およびメッシュは，本節の項番号に対応している。 

 

第１項 使用データの選定  

 岸根（1979）は，森林の最適施業区分計画において，自然条件の他に経済条件や社会条件が重

要 であると述 べている。これらは，林 業 研 究 を行 う上 で重 要 な視 点 であると考 えられ，分 類 において

はこれらを考慮すべきである。このような方針で，表 2-4 に記載の統計資料等の収集を行った結果，

現実的に利用 可能 なデータは，自 然条件および経済条 件に関するデータのみであった。社会条 件

としては，当初 ，伝統 的 林業地の存否 ，林業 政 策の内容等を想 定したが，これらに関しては現 実的

に利用可能なデータを収拾することが出来なかった。 

 本研究 は，林 家の林業 活動について調べることを目的とすることから，私 有林に関するデータを用

いるのが望ましいが，私 有林に関 しては，使 用 可 能なデータが限られる。とまれ，民 有 林に関 する資

料は存在する。私有林は民有林の８割以上を占めることから，民有林に関するデータは私有林の林

業活動をほぼ具現したものとみなし，これを用いて分析を行うことにした。主に使用するデータベース

は 2000 年世界農林業センサス（以下，2000 年センサスと呼ぶ）である。 

 また，地域 区分は都府 県を単 位とする。都 府県 を単位とするのは，経済 データが都府県単 位では

公 表 されていても，市 町 村 単 位 や集 落 単 位 のデータが使 用 できない場 合が多 いためである。また，

気 候 風 土 等 の相 違 から，北 海 道 と沖 縄 県 は分 析 対 象 としない。都 府 県 データを用 いることから，地

域 内に有名 林 業 地が存 在 しても，地 域全 体 として見た場 合に，林 業 活 動が盛んではない地 域 と判

断される場合もありうることに留意する必要がある。逆に，平野部が多い地域や都市部が多い地域で

あっても，林家の林 業活 動が盛んな地 域と判断 される場合もありうる。このように，都府 県データを用

いることで，市 町村データや集 落データを用いる場合よりも誤差が大きくなる可 能性 は否 定できない。

この点に関 しては，詳細 なデータの入 手が可 能 でありさえすれば，都府 県単 位での分類 を行 った後，

対象とする都府県内の市町村データもしくは集落データを用いて，より詳しい分類を行えばよい。  

 

第２項 分類に使用する変数の選択基準  

 自然条 件を表す変数として森林 資源に関するデータを，また，経済条 件を表す変数として林 業 活

動および川下産業に関 するデータを用いることとした。そして，それぞれ現況と動態を表すように，収
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集・選定・加工・基準化を行った。本稿では 2000 年センサスを主に用いることから，現況は 2000 年

現在の数値を，動態は 1990 年から 2000 年の間の数値変化を，それぞれ用いることにした。これによ

り分析に用いた変数の数は 81 となる。変数の定義および資料の出所については表 2-4 に示す通り

である。 

 

第３項 主成分分析結果の吟味  

 分析の第 1 段階として，81 変数を主成分分析で取捨選択・集約することにした。主成分分析は，

SPSS11 を用いて行った。その際，各主成分の固有値が 1 以上，主成分の数は変数選択条件数に

現 況 と動 態 を加 味 して４個 程 度 ，かつ，２つの条 件 に属 する変 数 の数 がなるべく同 数 となるよう，取

捨選択を行った。 

 表 2-1 は，主成分分析の結果を表したものである。種々検討した結果，変数を 6 個の主成分に集

約 し，27 個 の変 数 を採 用 するのが妥 当 であると判 断 した。変 数 の集 約 度 を表 す累 積 寄 与 率 は

89.9％であり，27 変 数の持つ情報量 を概ね集 約 することができた。解釈に用いる主成分の数として

は少し多いとは思われるが，バリマックス回転前の第 6 主成分の寄与率が 5％を越えていることから，

採用することにした。 

 表 2-5 は各変数の主成分負荷量を，表 2-6 は各都府県の主成分スコアをそれぞれ表したものであ

る。これらから，主成分を意味づけると，第 1 主成分は齢級構成の動態を表し，符号が正の場合は

間伐対象齢級が，負の場合は伐採対象齢級が多いことを意味するといえる。第 2 主成分は林業活

動の現況を表し，正の場合は林業活動が活発であり，負の場合は不活発であると解釈できる。第 3

主成分は森林資源量の現況を表し，正の場合は森林資源量が豊富であり，負の場合は貧弱である

とみとれる。第 4 主成分は樹種構成の現況を表し，正の場合はヒノキが，負の場合はスギが多いと解

釈しうる。第 5 主成分は森林資源量の動態を表し，正の場合は資源量の増加を，負の場合は減少

を表すと読みとれる。第 6 主成分は樹種構成の動態を表し，正の場合はヒノキ人工林の増加を，負

の場合はヒノキ人工林の減少を表すと解釈できる。 

 

 

表 2-1 主成分分析の固有値と寄与率  

バリマックス回 転 前  回 転 後  
主 成 分 No. 固 有 値  

寄 与 率 (%) 累 積 寄 与 率 (%) 寄 与 率 (%) 累 積 寄 与 率 (%) 

1 10.5 38.8 38.8 22.0 22.0 

2 4.8 17.7 56.4 21.7 43.7 

3 3.2 11.7 68.1 18.1 61.8 

4 2.4 8.9 77.0 10.3 72.0 

5 2.1 7.8 84.9 10.0 82.1 

6 1.4 5.0 89.9 7.8 89.9 
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第４項 SOM アルゴリズムの適用と Ward 法による分類  

 次に，採用された 27 変数を用いて，SOM アルゴリズムにより各都府県を 2 次元マップに配置し，

SOM を生成した。生成を行うにあたっては，Viscovery SOMine 4.0（Eudaptics 社製）を用いた。各ノ

ードは六角形とし，ノード数は 446 個とした。マップ生成には四角形格子も使われるが，六角形格子

の方がより少ないノードで効率的にデータ空間の特徴を視覚化しうる。 

 本稿では，都府県データを用いざるを得ないため，サンプル数は 45 個であり，ノード数よりも少なく，

SOM アルゴリズムを用いる利点の一つである使用サンプル数の削減効果は有効に機能しなかった。 

 図 2-2 は，生成された変数マップである。これをみると，民有林針葉樹人工林間伐対象面積や木

材 粗 生 産 額 は鮮 やかなグラデーションで描 かれていると思 われる。一 方 ，民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面

積 増 加 率 ，民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面 積 率 増 加 率 ，民 有 林 スギ人 工 林 面 積 率 増 加 率 はほぼ同 じ色

で描かれており，変数マップ全体がほぼ平坦であると読み取れる。これらから，民有林針葉樹人工林

間伐対象面積や木材粗生産額は SOM 生成に大きく寄与しているが，民有林針葉樹人工林面積

増加率，民 有林針葉 樹 人工林面積 率増加率 ，民有林スギ人 工林面積 率増加率はあまり寄与して

いないことが示唆 される。しかし，その他の変数については判 断が難 しい。変 数マップの解釈につい

ては，明確な指標はなく，このように主観に頼らざるを得ない場合がある。また，本稿の分析では変数

が多いため，全ての変数について，それぞれを比較するのは困難である。  

 そこで，SOM の解釈は後に行うこととし，先に Ward 法によりクラスター分析を行うこととした。解釈の

しやすさと，実 際 に調 査 を行 うことを考 慮 すると，クラスター数 はできる限 り少 なく，例 えば３～５個 程

度が妥当ではある。しかし，クラスター数の決定には，初めから３～５個程度を想定するのでなく，これ

よりも多いクラスター数をも考慮に入れ，判断するのが良いと考える。 

 図 2-3 は生成された SOM に６クラスターの区分結果と８クラスターの区分結果を重ねたものであり，

図 2-4 はクラスターの合併過程を示したデンドログラムである。これらを元に，以下のように考察し，ク

ラスター数を決定した。 

 まず，SOM 全体は B1，B2，B3，B4 を含むクラスター（クラスターⅠ）と，B5，B6，B7，B8 を含むクラ

スター（クラスターⅡ）に分 けられ，それぞれに，ほぼ同 数 のノードが含 まれている。クラスターⅠは

Step4 で，ほぼ同じ大きさの３個のクラスターに分割されている。Step6 では，B1 と B3 が分割されるが，

他と比較して B1 に含まれるノード数は少ない。 

 一方，クラスターⅡは，Step3 で分割される B8 には千葉県しか含まれず，独立したクラスターとして

扱うには小さすぎる。Step5 では，B5 と B6 を含むクラスターが，他の２個に比べ大きい。Step7 で B5

と B6 は分割されるものの，Step7 での総クラスター数は８個であり，これ以上は細分化され過ぎと考え

る。 

 以上から，Step5 においてクラスター数を６と決定するのが適当であると判断した。このため，B1 およ

び B3 を C1 に，B4 を C2 に，B2 を C3 に，B5 および B6 を C4 に，B7 を C5 に，B8 を C6 に，それぞ

れ呼び名を代えて，これ以降の分析で用いることとする。 
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図 2-2 SOM アルゴリズムにより生成された変数マップ  

注 ：図 中 ，数 値 は，それぞれ変 数 の最 小 値 と最 大 値 を表 しており，最 大 値 は赤 色 ，最 小 値 は青 色 ，中

間 値 は緑 色 に対 応 している。  

 

 

 

図 2-3 6 クラスターの区分結果と 8 クラスターの区分結果を重ねた自己組織化マップ  

注：図 中 ，6 クラスターは色 で，8 クラスターは線 で，それぞれ区 分 結 果 を表 している。クラスターのラベル

は，6 クラスターは C，8 クラスターは B となっている。この図 から，クラスターの大 きさ，含 まれる地 域

の位 置 関 係 が直 感 的 に分 かるようになっている。  
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図 2-4 ８クラスターの合併過程を表したデンドログラム  

 

 

第５項 分類結果の解釈  

 第４項で分類された６クラスターを，先に算出した主成分スコアにより解釈する。表 2-2 はクラスター

に含まれる地域の一覧であり，表 2-3 は，クラスター別主成分スコアの平均値を示したものである。図

2-3，表 2-2 および表 2-3 から，各クラスターの特徴を見ることにする。 

 C1：岩手県，秋田県，宮崎県等の 7 県が属する。第 1 主成分が大きくマイナス，第 2 主成分が大

きくプラス，第 3 主成分が大きくプラスである。第 5 主成分はややプラスで，第 4 主成分，第 6 主成

分がマイナスであり，ヒノキが減ってスギが増 えていることが分かる。森 林 資源 が充 実し，林業 活 動が

活発であることから，このクラスターは林家の林業活動が「活発」な林業地であると判断される。  

 C2：このクラスターには，岐阜県，三重県，和歌山県等，7 県が属する。第 1 主成分スコアがプラス，

第 2 主成分が大きくプラス，第 3 主成分が大きくプラス，第 5 主成分がマイナスである。第 4 主成分

はプラス，第 6 主成分はマイナスであり，近年，ヒノキ人工林の割合が減っているものの，依然としてヒ

ノキ人工林が多い地域と考えられる。このクラスターでは，資源量としては減少傾向にあるが，現在の

森林資源が充実していることから，林家の林業活動が「やや活発」な林業地を表すと判断される。  

 C3：岡山県，山口県，鹿児島県等，6 県が属する。第 1 主成分が大きくマイナス，第 2 主成分がほ

ぼゼロ，第 3 主成分がプラス，第 5 主成分がプラスである。第 4 主成分がプラス，第 6 主成分がほぼ

ゼロであり，ヒノキが多い。このクラスターに属 する地 域 では，全 体 としてみれば，森 林 資 源 の充 実に

伴い，林 業活 動が持ち直してきたと思われる。林家の林業 活動が，活 発とも不活 発とも，「どちらとも

言えない」林業地であると言えよう。 

 このクラスターには長崎県が属している。長崎県は森林面積も小さく，木材生産量も比較的少ない。

計 算 上 ，このクラスターに属することになるが，これは，民 有林 針 葉 樹 人 工 林 伐 採対 象 面 積 増 加 率

や民有林針葉樹人工林伐採対象率増加率等 ，第１主成分を形成する変数の影響によるものであり，

長崎県の特徴を表していると考えられる。 

 C4：栃木県，兵庫県，佐賀県等，18 府県が属し，一番大きなクラスターである。第 1 主成分のスコ

アはプラス，第 2 主成分のそれはマイナス，第 3 主成分はマイナス，第 5 主成分はプラスであり，間伐

対象面積がやや多い。また，第 4 主成分がマイナス，第 6 主成分がプラスであり，面積としては比較

的広いとは言えないものの，ヒノキ人工林の割合が増えている。このように，このクラスターは，林業活

動はあまり活発とは言い難いことから，林家の林業活動が「やや不活発」な林業地と考えられる。この

クラスターに属する県は全国的に見て平均的と思われる。 

Step 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

B 1  B 3  B 4  B 2  B 5  B 6  B 7  B 8 

 

   C 1   C 2  C 3   C 4   C 5  C 6 

8 ク ラ ス タ ー  

 

6 ク ラ ス タ ー  
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 C5：これには，東京都，神奈川県，大阪府等，6 都府県が属する。第 1 主成分が大きくプラス，第 2

主成分が大きくマイナス，第 3 主成分が大きくマイナス，第 5 主成分がややマイナスである。第 4 主

成分がマイナス，第 6 主成分がプラスであり，近年，ヒノキが増えているものの，全国的には少ない方

である。林業活動の現況は芳しくなく，間伐対象面積がこの 10 年で大きく増えていることから，林家

の林業活動が「不活発」な林業地であると判断される。 

 C6：千葉県のみが属する。主成分の動向は，第 5 主成分が大きくマイナスである以外，C5 とほぼ同

じであり，SOM マップをみても，C5 と C6 は右上隅に位置する。これらから，C6 は C5 と同じく，林家

の林業活動が「不活発」な林業地と見なすことができる。 

 

 

表 2-2 各クラスターに含まれる地域の一覧  

クラスター番 号  地 域 数  地 域 名  

C1 7 青 森 ,  岩 手 ,  秋 田 ,  福 島 ,  熊 本 ,  大 分 ,  宮 崎  

C2 7 長 野 ,  岐 阜 ,  静 岡 ,  三 重 ,  和 歌 山 ,  愛 媛 ,  高 知  

C3 6 島 根 ,  岡 山 ,  広 島 ,  山 口 ,  長 崎 ,  鹿 児 島  

C4 18 

宮 城 ,  山 形 ,  栃 木 ,  群 馬 ,  新 潟 ,  富 山 ,  石 川 ,  

福 井 ,  山 梨 ,  滋 賀 ,  京 都 ,  奈 良 ,  兵 庫 ,  鳥 取 ,  徳 島  

香 川 ,  福 岡 ,  佐 賀  

C5 6 茨 城 ,  埼 玉 ,  東 京 ,  神 奈 川 ,  愛 知 ,  大 阪  

C6 1 千 葉  

 

 

表 2-3 クラスター別主成分スコアの平均  

第 1 

主 成 分  

第 2 

主 成 分  

第 3 

主 成 分  

第 4 

主 成 分  

第 5 

主 成 分  

第 6 

主 成 分  クラスター

番 号  齢 級 構 成  

の動 態  

林 業 活 動  

の現 況  

森 林 資 源  

量 の現 況  

樹 種 構 成  

の現 況  

森 林 資 源 量 の
動 態  

樹 種 構 成  

の動 態  

C1 -7.32  10.73  7.54  -2.14  0.24  -1.90  

C2 1.28  5.37  6.39  3.76  -0.17  -1.08  

C3 -6.05  -0.41  1.60  2.28  1.76  -0.09  

C4 1.14  -3.39  -2.79  -1.10  0.64  0.73  

C5 10.10  -7.60  -8.32  -0.10  -0.84  1.09  

C6 9.63  -6.05  -8.79  -4.58  -16.41  0.91  

 

 

第６項 SOM の解釈  

 SOM アルゴリズムは神 経回路の学習に発 想を得ていることから，ノードの配置は人間の直感に近

いものとなるはずである。本研究の場合，林家の林業活動に関して，活 発な地域から不活発 な地域

へと，連続して配置されることが期待される。図 2-3 によれば，SOM の左下隅には林家の林業活動

が「活 発 」な林 業 地 が，右 上 隅 には「不 活 発 」な林 業 地 が配 置 され，右 上 隅 から左 下 隅 への軸 が，
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林家の林業 活動の活 発 度を表す軸となっていると解釈される。この方向 に沿っていくと，SOM の中

心部には林家の林業活動が平均的な林業地が配置されることになる。生成された SOM の中心部に

は「どちらとも言えない」林 業地 ではなく，「やや不 活発 」な林 業 地が位 置 しており，我が国の平 均的

な林家の林業活動は「やや不活発」であることが分かる。このように，分類結果と SOM の解釈がずれ

た原因としては，各変数の分布が歪んでいることに由来すると考えられる。  

 しかしながら，全 体 としてみると，都 府 県の配置 は，林 家の林 業活 動に関 して，直 感 的な分 類と大

きな差は見られず，概ね適当な位置に分類されたと思料される。これにより，45 都府県を 5 地域に分

類することが適当であると判断される。 

 図 2-5 は林業地域の分類結果を示したものである。この図から，中部地方および九州地方が他地

域と比べ，林家の林業活動が活発であることがわかる。また，関東地方は全体的に林業活動が不活

発であることがみてとれる。 

 

 

図 2-5 林業地域の分類結果  

 

 

第 5 節 まとめ  

 本章では，林業に関わる多様かつ複雑な要因を考慮し，地域分類の手法として，単独の手法を用

いるのではなく，SOM アルゴリズムに主成分分析と Ward 法によるクラスター分析を併用した，より客

観 的 な総 合 的 分 類 方 法 を考 案 し，この方 法 の手 順 や特 徴 を，現 実 の林 家 の林 業 活 動 に関 するデ

ータを用いて整理した。地域分類に SOM アルゴリズムを援用したことにより，分類結果の視角化が

容易となり，直感的に分類結果を理解することが可能となった。 

 種々の分析の結果，全国は 5 地域に分類しうるとみなしてよいことが判明した。この 5 地域分類から，

研 究 の対 象 地 を選 択 し，それぞれを比 較 検 討 することによって，日 本 全 体 の林 家 の林 業 活 動 につ

いて言及することができると考える。 

 データの制約上 ，本 研 究では都府 県単位のデータにより分類を試みたため，SOM アルゴリズムを

用 いる利 点 の一 つである，使 用 サンプル数 の削 減 効 果 は有 効 に機 能 しなかった。しかし，サンプル

数の多い詳細なデータが揃いさえすれば，この問題は克服され，より実用的な分類が可能となり，森

林・林業政策の実践および研究に有用な情報を提供することになるであろう。また，本研究と同様の

手順を用いることによって，別基準による総合的な地域分類を行うことも可能となる。本章で提示した
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分 類 手 法 は，森 林 科 学 分 野 においても適 用 範 囲 が広 いと考 える。森 林 のゾーニングへの応 用 や，

例えば，国勢調査のメッシュデータと植生分布のメッシュデータを組み合わせて，人間の活動と植生

の関係についての全国規模での分類や，航空写真の画像処理結果の分類・解釈を行うなど，大規

模なデータ処理を必要とする際に，より威力を発揮するものと考えられる。 

 今後の課題として，この手法が実情をどれほど捉えているかについて検証を行うことで，有効性をよ

り強 固なものにする必要 がある。また，クラスター数や主成 分の数などの判断基 準となる指標の開発，

生成された SOM に対する変数マップの寄与率を測定する方法の開発等が残されている。 

 

注  

（１）Anderberg（1988）p.186 を参照。 
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表 2-4 分析に用いた変数の定義および資料の出所  

条 件 変 数 名  資 料 の出 所  定 義 

民 有 林 森 林 面 積  センサス（2000）   

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面 積 センサス（2000）   

民 有 林 ヒノキ人 工 林 面 積  センサス（2000）   

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林  

 間 伐 対 象 面 積  
センサス（2000） 

Ⅲ～Ⅶ齢 級 を間 伐 対 象 面 積 とした。 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林  

 伐 採 対 象 面 積  
センサス（2000） 

Ⅷ齢 級 以 上 を伐 採 対 象 面 積 とした。 

民 有 林 スギ人 工 林 面 積  センサス（2000）   

民 有 林 林 道 総 延 長  林 業 統 計 要 覧 （2000）   

現
況 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 蓄 積 センサス（2000）   

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林  

 間 伐 対 象 率  
センサス（2000） 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 間 伐 対 象 面 積  

／民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面 積 。 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林  

 伐 採 対 象 率  
センサス（2000） 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 伐 採 対 象 面 積  

／民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面 積 。 

民 有 林 スギ人 工 林 面 積 率  センサス（2000） 
民 有 林 スギ人 工 林 面 積  

／民 有 林 森 林 面 積 。 

民 有 林 ヒノキ人 工 林 面 積 率 センサス（2000） 
民 有 林 ヒノキ人 工 林 面 積  

／民 有 林 森 林 面 積 。 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林  

 間 伐 対 象 面 積 増 加 率  

センサス（1990）， 

センサス（2000） 

2000 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 間 伐 対 象

面 積 ／1990 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 間

伐 対 象 面 積 。 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林  

 伐 採 対 象 面 積 増 加 率  

センサス（1990）， 

センサス（2000） 

2000 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 伐 採 対 象

面 積 ／1990 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 伐

採 対 象 面 積 。 

民 有 林 ヒノキ人 工 林  

 面 積 増 加 率  

センサス（1990）， 

センサス（2000） 

2000 年 民 有 林 ヒノキ人 工 林 面 積  

／1990 年 民 有 林 ヒノキ人 工 林 面 積 。 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林  

 間 伐 対 象 率 増 加 率  

センサス（1990）， 

センサス（2000） 

（2000 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 間 伐 対

象 面 積 ／2000 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林

面 積 ）／（1990 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林

間 伐 対 象 面 積 ／1990 年 民 有 林 針 葉 樹

人 工 林 面 積 ）。 

自 
 

然 
 

条 
 

件 

動
態 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林  

 伐 採 対 象 率 増 加 率  

センサス（1990）， 

センサス（2000） 

（2000 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 伐 採 対

象 面 積 ／2000 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林

面 積 ）／（1990 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林

伐 採 対 象 面 積 ／1990 年 民 有 林 針 葉 樹

人 工 林 面 積 ）。 
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民 有 林 ヒノキ人 工 林  

 面 積 率 増 加 率  

センサス（1990）， 

センサス（2000） 

（2000 年 民 有 林 ヒノキ人 工 林 面 積  

／2000 年 民 有 林 人 工 林 面 積 ） 

／（1990 年 民 有 林 ヒノキ人 工 林 面 積  

／1990 年 民 有 林 人 工 林 面 積 ）。 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面 積

率 
センサス（2000） 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面 積 

／民 有 林 森 林 面 積 。 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林  

 面 積 増 加 率  

センサス（1990）， 

センサス（2000） 

2000 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面 積  

／1990 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面 積 。 

民 有 林 針 葉 樹 人 工 林  

 面 積 率 増 加 率  

センサス（1990）， 

センサス（2000） 

（2000 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面 積  

／2000 年 民 有 林 森 林 面 積） 

／（1990 年 民 有 林 針 葉 樹 人 工 林 面 積

／1990 年 民 有 林 森 林 面 積）。 

民 有 林 スギ人 工 林  

 面 積 率 増 加 率  

センサス（1990）， 

センサス（2000） 

（2000 年 民 有 林 スギ人 工 林 面 積 ／2000

年 民 有 林 人 工 林 面 積 ）／（1990 年 民 有

林 スギ人 工 林 面 積 ／1990 年 民 有 林 人

工 林 面 積 ）。 

木 材 粗 生 産 額  
生 産 林 業 所 得 統 計 報

告 書 （2000） 

  

製 材 用 材 生 産 量  
林 業 統 計 要 覧  

（2000） 

  

製 材 用 自 県 材 入 荷 量  
林 業 統 計 要 覧  

（2000） 

  

製 材 用 自 県 材 入 荷 率  
林 業 統 計 要 覧  

（2000） 

  

生 産 林 業 所 得 統 計 報

告 書 （2000） 

木 材 粗 生 産 額 ／県 内 GDP。 

経 

済 

条 

件 

現
況 

県 内 GDP に占 める 

 木 材 生 産 の割 合  県 民 経 済 計 算 統 計

（2000） 

  

注：林家に関する数値については，ほとんどが属人調査によるものであり，本稿のような地域

分類に対して用いることは不適切である。そのため，属人調査による資料は分析から除外

した。また，分析に際し，基準化を行ったことから，それぞれの変数の原単位は省略した。

なお，分析の過程で採用しなかった変数については，紙面の都合上，省略した。  
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表 2-5 各変数の主成分負荷量  

第 1 主成分 第 2 主成分 第 3 主成分 第 4 主成分 第 5 主成分 第 6 主成分 

齢級構成の 林業活動の 森林資源量の 樹種構成の 森林資源量の 樹種構成の 変数名 

動態 現況 現況 現況 動態 動態 

民有林森林面積 -0.29  0.16  0.90  0.06  0.08  -0.21  

民有林針葉樹人工林面積 -0.16  0.50  0.80  0.19  0.04  -0.13  

民有林ヒノキ人工林面積 0.05  0.25  0.40  0.79  0.03  0.05  

民有林針葉樹人工林 

 間伐対象面積 
0.20  0.44  0.79  0.29  -0.01  -0.07  

民有林針葉樹人工林 

 伐採対象面積 
-0.42  0.48  0.71  0.10  0.07  -0.17  

民有林スギ人工林面積 -0.14  0.69  0.44  -0.36  0.06  -0.22  

民有林林道総延長 -0.21  0.12  0.89  -0.05  0.10  -0.06  

民有林針葉樹人工林蓄積 -0.16  0.64  0.69  0.04  0.03  -0.17  

民有林針葉樹人工林 

 間伐対象率 
0.93  -0.09  -0.10  0.10  -0.21  0.00  

民有林針葉樹人工林 

 伐採対象率 
-0.93  0.12  0.12  -0.06  0.17  -0.02  

民有林スギ人工林面積率 0.12  0.23  -0.15  -0.85  -0.01  -0.01  

民有林ヒノキ人工林面積率 0.05  -0.04  -0.11  0.95  0.05  -0.05  

民有林針葉樹人工林 

 間伐対象面積増加率 
0.92  -0.18  -0.14  0.00  0.08  -0.06  

民有林針葉樹人工林 

 伐採対象面積増加率 
-0.91  0.09  0.10  0.07  0.06  0.00  

民有林ヒノキ人工林 

 面積増加率 
-0.06  -0.07  -0.17  0.00  0.11  0.97  

民有林針葉樹人工林 

 間伐対象率増加率 
0.93  -0.17  -0.15  0.01  -0.08  -0.05  

民有林針葉樹人工林 

 伐採対象率増加率 
-0.91  0.11  0.09  0.08  0.03  0.00  

民有林ヒノキ人工林 

 面積率増加率 
-0.02  -0.05  -0.19  0.01  -0.03  0.98  

民有林針葉樹人工林面積率 0.27  0.71  -0.13  0.27  -0.02  0.07  

民有林針葉樹人工林 

 面積増加率 
-0.21  -0.14  0.14  -0.10  0.94  0.00  

民有林針葉樹人工林 

 面積率増加率 
-0.10  -0.14  0.09  -0.08  0.95  0.06  

民有林スギ人工林 

 面積率増加率 
0.06  -0.11  0.04  -0.34  -0.87  -0.02  

木材粗生産額 -0.17  0.81  0.45  0.06  -0.01  0.01  

製材用材生産量 -0.20  0.88  0.31  -0.07  -0.04  -0.02  

製材用自県材入荷量 -0.18  0.87  0.30  -0.09  -0.04  -0.09  

製材用自県材入荷率 -0.20  0.78  0.12  -0.12  -0.21  -0.02  

県内GDP に占める 

 木材生産の割合 
-0.36  0.82  0.23  0.00  0.02  -0.03  
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表 2-6 都府県別主成分スコア  

地 域 名  
第 1 

主 成 分  
第 2 

主 成 分  
第 3 

主 成 分  
第 4 

主 成 分  
第 5 

主 成 分  
第 6 

主 成 分  
青 森  -7.45 4.12 -0.70 -3.67 0.86 5.17 
岩 手  -11.71 12.71 14.92 -1.67 1.08 -8.36 
宮 城  -0.72 1.00 -1.17 -2.64 -0.57 2.96 
秋 田  -6.04 10.90 8.56 -4.71 0.68 -7.69 
山 形  0.99 -2.05 -1.81 -4.58 1.31 1.93 

福 島  -6.00 4.96 6.92 -2.76 0.94 0.87 
茨 城  9.10 -4.23 -6.76 -1.14 -2.79 0.93 
栃 木  1.20 1.76 -1.62 -0.05 -0.36 0.15 
群 馬  4.61 -2.76 -3.44 -1.36 -0.91 1.05 
埼 玉  9.77 -6.14 -8.18 -0.81 -0.94 1.16 

千 葉  9.53 -5.93 -8.64 -4.51 -16.20 0.92 
東 京  7.29 -9.20 -9.70 -1.44 -0.74 1.27 
神 奈 川  11.52 -9.93 -9.84 -0.74 1.30 1.50 
新 潟  4.00 -3.54 1.76 -4.91 -0.34 -6.74 
富 山  0.11 -9.31 -6.37 -4.85 2.82 2.13 

石 川  3.15 -5.71 -3.98 -3.37 1.94 2.38 
福 井  0.12 -3.84 -3.18 -4.16 3.35 2.94 
山 梨  2.37 -5.90 -2.13 2.00 0.25 0.55 
長 野  -2.59 3.57 10.28 2.40 0.64 -0.81 
岐 阜  -2.40 7.49 11.58 4.89 1.80 -1.75 

静 岡  9.68 3.14 3.89 4.03 -1.91 -1.07 
愛 知  12.02 -4.18 -4.29 2.62 -2.06 0.32 
三 重  3.67 4.71 3.08 2.97 -1.58 -0.71 
滋 賀  -0.40 -6.71 -5.52 -0.33 1.94 0.85 
京 都  3.88 -6.21 -2.83 0.96 2.12 0.47 

大 阪  10.25 -11.29 -10.57 1.08 0.41 1.32 
兵 庫  -0.72 -0.68 3.08 1.70 1.50 -0.69 
奈 良  2.70 3.46 -0.25 1.16 -0.46 -0.15 
和 歌 山  3.71 2.10 2.13 3.88 -0.48 -0.70 
鳥 取  -3.20 -3.30 -3.29 -0.30 1.08 1.50 

島 根  -12.02 1.50 2.86 0.31 2.44 0.94 
岡 山  -5.36 1.88 2.63 4.27 1.49 -0.23 
広 島  -8.30 -3.79 2.38 3.20 4.30 0.17 
山 口  -6.05 -1.75 1.14 2.54 2.10 0.21 
徳 島  0.08 1.64 0.26 -1.28 0.10 0.32 

香 川  -0.07 -11.27 -9.38 1.55 -1.16 1.89 
愛 媛  1.46 6.25 4.45 2.88 -0.32 -0.91 
高 知  -4.71 9.99 8.80 4.90 0.56 -1.43 
福 岡  4.99 -2.90 -3.54 1.50 -1.25 0.35 
佐 賀  -2.85 -4.00 -6.30 -0.56 0.09 1.00 

長 崎  -6.81 -4.40 -3.51 2.94 -0.13 0.39 
熊 本  -1.85 12.10 7.16 1.07 0.09 -1.32 
大 分  -3.25 9.62 4.79 -0.76 -1.63 -0.35 
宮 崎  -14.41 19.77 10.62 -2.35 -0.53 -1.42 
鹿 児 島  -9.25 6.33 5.72 0.11 -0.81 -1.32 
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第 3 章 分布ラグモデルを適用した

森林所有者の造林行動分析  

第 1 節 課題と方法  

 林業は他 産業と比べ様々な特徴を有するが，最も特徴的であり，かつ，林業に多大な影 響を及ぼ

しているのが「時間」である。造林の意志決定から伐採にいたるまで，50 年以上掛かることも珍しくな

く，超長期の生産期間となっている。また，農業とは異なり，明確な収穫時期が存在せず，意志決定

のタイミングに幅がある。 

本 章では，森 林所 有 者 の林 業 活 動のうち，造 林 行 動が，いかなる要 因により規定 されてきたのか

を明らかにするアプローチ法を提案する。この規 程要因には，木材価 格 や労賃はもちろんのこと，時

間の要素も含まれる。分析方法等は次の通りである。まず，現状分析を行い，森林所有者の造林行

動 に影 響 を及 ぼす要 因 について検 討 する。ついで，その結 果 に基 づき，拡 大 造 林 ，再 造 林 それぞ

れについて造 林 行動の分 析モデルを構 築 し，計 量 的手 法 を適用 し，推 定 結果について考 察 する。

分析対象は，日本林業の代表的樹種であるスギとヒノキである。 

 

第 2 節 海外林業における時間の研究  

 「時間」の概念を取り入れた研究は林業分野に於いては古くから行われてきたが，法正林について

の研 究 と，最 適 伐 期 研 究 の二 つに大 別 される。法 正 林 についての研 究 はドイツ林 学 で発 達 した概

念であるが，森林 をいくつかのブロックに分 け，毎年１ブロックを伐採 し，そこに造 林することで，林業

経営を永続させるというものである。例えば，100ha の森林があり，造林から 100 年で伐採するのであ

れば，森林を 100 ブロックに分割し，毎年 1ha ずつ伐採し，造林を行う。こうすることで，毎年伐採が

行われる。 

 法正林では，森林を面的に捉えているのに対し，最適伐期研究は，利潤を最大化させる伐期を求

めようとしている。これは Faustmann（1849）による研究をベースとしており，これ以降の研 究では，森

林成長量の違いや木材価格の変化が最適伐期にどのような影響を与えるのかを研究している（例え

ば Newman，2002；Faustmann Symposium，2009）。両者とも中長期的な森林計画を立てる際には

大いに参考になるが，過 去の林業についての検 証や，現 在の林業 を分 析する枠 組みとしてはあまり

強くないと言える。 

 

第 3 節 我が国における森林所有者の造林行動  

第１項 林業生産の特徴  

 林業は生産期間が非常に長期にわたることから，生産要素の投入から販売までの全過程を考えて

経営を行うことは非常に困難であり，現実的でない。また，森林所有者の大多数が小面積保有者で

あるため，造 林 は毎 年 行 われるというよりも間 断 的 に行 われる。そのため造林 ，下 刈 ，間 伐 などの施
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業はそれぞれ独立した施業と考えることができる。  

 伐 採 跡 地 への造 林 は投 資 行 為 ではあるが，山地 保 全 や景 観 の観 点 からも不 可 欠 であるため，倫

理的な義務の遂行という側面もある。そのため，将来の収入が見込めない場合や，造林費用が伐採

収入を上回るような場合でも造林が行われることがある。 

 林業生産の主たる目的は木材販売である。林木販売は，多くの場合，立木の状態で販売する（立

木 販 売 ），森 林 所 有 者 自 身 が伐 採 して原 木 市 場 で販 売 する（自 伐 ），素 材 生 産 業 者 等 が伐 採 ・販

売 を請 け負 う（請 負 ）という３方 法 により行 われている。聞 き取 りを行 った範 囲 では，かつては立 木 販

売が一般的であったが，近年は自伐が大多数を占めているようである。このように販売方法は多様で

あり，販 売方 法によって収 入だけでなく販 売 経 費も大きく異 なる。立 木 販 売の動 機としても，定 期的

な収 入 を得 るという理 由の他 ，臨 時 に収 入が必要 になったときに販 売するということも少 なくない。ま

た，どのような木材を生産するかによっても，造林方法や経費が大きく変化する。 

 林 業 は他 産 業 と異 なり，生 産 期 間 が超 長 期 にわたることから，造 林 を行 った林 地 から実 際 に収入

を得 ることが可 能となるのは数 十 年 後であり，造林 から伐 採 までを一 括 して考 慮 することは困 難であ

る。このため，林 業 の各 施 業 は間 断 的 に行 われ，それぞれ独 立 した作 業 であると捉 えることが出 来

る。 

 

第２項 再造林と拡大造林  

 造林するためには土地が必要である。狭い国土の我が国において，裸地に造林することはあまりな

く，多くの場合は森林を切り開いて造林することになる。林業の世界では，スギ，ヒノキ等の人工林の

伐採跡地への造林を“再造林”，それ以外の造林を“拡大造林”と呼んでいる。再造林が行われる場

合 ，その前 提として人工 林の伐 採が行われるため，再 造 林の直 前に森 林 所有 者 は収入 を得 ている

と考 えられる。これに対 して拡 大 造 林 は，農 業 における開 墾 と同 じように，それが行 われる時 点 では

生産物の販売は行われない。したがって，拡大造林は，将来の林木販売による収入を目途として実

施されると考えられる。 

 立 木 販売 から再造 林までの一連の行 動は，現 時点での立木 販売による収入の獲得 を目 的とする

ものであり，それに付随して再造林が行われる。これは，将来の立木販売による収入を期待しての行

動であるのみならず，再 造林 を行わない場合 ，山地 保全の観点 からみて重 大な問 題が生 じるため，

これを防止する意味合いを含んでの行動でもある。そのため，再造林の場合も，経済的要因以 外 が

関係してくると考えられる。 

 これに対し，飯田 （1975）は「自 分の山 林にいくらかの財 産が形 成 されることになるわけであるから，

余 剰 労 働 力 （とりわけ就労 機 会 のない場 合 ）と林地 が存 在する限 り，造 林はかなり有 利 な経 済 活動

であったと思われる」（１）と述べている。これは，造林を行った時点で収入を得られることが，森林所有

者 が造 林 を行 う目 的 の一 つであることを意 味 している。拡 大 造 林 を行 う土 地 は，広 葉 樹 林 である場

合が多 く，広 葉 樹を伐 り払った後 ，地 拵えを行い，造林 を行 う。かつては伐 り払 った広 葉樹がチップ

の原 材料 として取 引 され，その収 入が造 林 費用 に当 てられることも多 かった。しかし，近 年 では取 引

単 価 も安 く，広 葉 樹 販 売による収 入 では，広 葉 樹の伐 採 及 び搬 出にかかる費 用 すら賄 えない状 況

にある。さらに，農 工 間の賃 金 格 差 などから，農 林 業 以 外 への就 業 が多くなり，余 剰 労 働 力 は存 在

しなくなっている。造林費用の８割近くを占めている労働賃金も，年々上昇している。それゆえ，今日

では，造林を行った時点で森林所有者が直ちに収入を得ることは困難な状況であると考えられる。  

 また，拡大 造林を行うことが技術的に可能である限り拡 大造林 を続 ける，という使命感のようなもの



 25

を森林所有者は持っている。農林省（1977）によると，山林を 20ha 以上保有している森林所有者の

うち，53％の森林所有者 が拡大造林を進める予 定があり，理由として，そのうちの 46％の森林所有

者が「植 林できるところには植 林すべきだから」と答えている。このように，拡大 造 林 は経 済 的要 因 に

よってのみ行われるものではないことが示唆される。 

 このように，森 林 所 有 者の再 造 林 行動 は現在 時 点での収 入が，また，拡 大造 林 行 動は将 来時 点

での収入が，主たる目的といえる。そして，造林意欲や造林適地など，経済的要因以外の要因が複

雑に絡み合ったものを習慣と定義すると，どちらの場合も，造林行動に対し，習慣が影響を与えてい

ると思考される。 

このように造林にはさまざまな事情が関わってくるが，金銭面では立木価格，労働費，苗木代が大

きな関わりをもつといえる。 

 

第３項 造林面積の推移  

民有林造林面積の動向を見ると，1946 年の 1 年間に 4 万 ha の造林が行われた。以降，造林面

積は増加し，1954 年には約 10 倍の 38 万 ha となった。1955 年から拡大造林・再造林別の統計が

公表されるようになった。  

図 3-１は 1955～2000 年における民有林造林面積の推移を示したものである。これによると，再造

林が年々実施されなくなっていくのに対し，拡大造林は 1970 年頃までは盛んに行われていたことが

わかる。樹種別に見ると，スギ拡大造林は，ヒノキのそれの 2 倍近く行われていたことがわかる。しかし，

1964 年以降，スギ拡大造林が年々減少していくのに対し，ヒノキ拡大造林は増加を続けた。1970 年

以降はスギ，ヒノキ拡大造林はともに減少傾向を示し，近年では再造林，拡大造林ともに年間 1 万

ha 前後で推移している。  
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図 3-1 民有林造林面積の推移  

注：林 野 庁 編 「林 業 統 計 要 覧 」（各 年 版 ）をもとに作 成 。 

 

次に，このような造林面積の推移の背景について述べる。まず，1960 年代を通じて毎年 20 万 ha

以上の拡 大造 林が行われた背景としては，1950 年代 後半 からの高 度 経済成 長による木 材需 要の

増加と木材価格の上昇が大きな要因と考えられる。 

図 3-2 は，山元立木価格の樹種別都府県平均の推移を示したものである。本図より，スギ，ヒノキ

とも，1965 年の山元立木価格は，1955 年のそれと比べ，高騰したことがわかる。木材需要の増大と
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山元立木価格の上昇により，「1960 年当時の造林投資の予想利回りは年 6～8％」（2）にも上るとされ，

森林所有者にとって拡大造林は「余剰資金の格好の運用機会」（3）とさえ捉えられた。 

また，1960 年代に入り，山村経済の支柱の一つであった薪炭に対する需要が大きく減退した。そ

のため，森 林 所 有 者 は，薪 炭 に代 わる生 産 物 として，当 時 将 来 性 が高 いとされた木 材 生 産 への期

待を高め，その方向へとシフトしたという側面もある。これらにより，1970 年頃まで拡大造林は積極的

に行われたと思量されるのである。 

0

1
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1955 1965 1975 1985 1995

（万円/m3）

ヒノキ

スギ

年

 

図 3-2 樹種別山元立木価格の推移  

注：１）日 本 不 動 産 研 究 所「山 林 素 地 及 び山 元 立 木 価 格 調 」（各 年 版 ）をもとに作 成 。 

 ２）1995 年 基 準 の総 合 卸 売 物 価 指 数 でそれぞれ実 質 化 した。 

 

しかし，1970 年以降，拡大造林面積は大幅に減少した。その原因として，半田（1990）は「人工林

率 が 40％に近 づいたので，拡 大 造 林 適 地 が残 り少 なくなった」 （ 4 ） ことをあげている。また，井 口

（2004）は農工間所得格差の拡大と労働力の流出を原因として挙げている。 

一方，旺盛な木材需要の増大に対応するために，1960 年には丸太輸入が制度上自由化された。

その結 果 ，丸 太 輸 入 は激 増 するが，逆 に国 産材 供 給 が減 少 する事 態を招 くこととなった。この影 響

を受けて，スギ，ヒノキともに，山元立木価格は，1974 年をピークとして，その後は低下していった。 

 政府は，国 土保全の観 点から造 林に対する補助を行ってきた。これは，飯田（1975）が「農家林 家

の多くが自家労働力に依存しているから，補助金はそれに対する賃金の役割ともなる」（5）と述べてい

るように，実 態としては所 得政 策としての意 味合いも帯びていた。国および都道 府 県からの補 助は，

造林費用のおよそ 4～6 割程度を占め，産業振興政策としても優遇的である。しかし，上述した経済

的背景のため，このような政策的優遇の効果が十分に発揮されているとは言い難い状況にある。 

 

第 4 節 造林行動に影響を与える金銭的要素  

第１項 立木価格  

 図 3-3 は，樹種別立木価格と賃金の推移を示したものである。1973 年頃から，スギ，ヒノキの立木

価格が低 下傾 向にあるのに対し，賃金 は上 昇 傾向にある。このことから，造 林面 積の減 少の背 景に

は立木価格の下落と賃金の上昇が考えられる。また，外材の輸入により国産材需要が低迷したため，

伐採そのものが行われなくなったことも背景として挙げられる。 
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図 3-3 樹種別立木価格と賃金の推移  

出 典 ：林 野 庁 編 「林 業 統 計 要 覧 」各 年 版 。 

注：立 木 価 格 は 2000 年 基 準 の卸 売 物 価 指 数 で，賃 金 は 2000 年 基 準 の消 費 者 物 価 指 数 でそれぞれ

実 質 化 した。 

 

第２項 労働費  

 造林にかかる費用の多くは人件費が占めている。次いで多くかかる費用は苗木代である。1974 年

の育 林 費 調 査 報 告 （1976）を見 ると，造 林にかかる費 用 の合 計 は，スギの全 国 平 均 では１ha あたり

301,070 円で，そのうち労働費が 155,840 円であり，過半を占める。請負料金を含めると労働にかか

る費用は，造林にかかる費用の 60％を占める。苗木代は 95,410 円であり，労働費・請負料金と苗木

代が造林費用に占める割合は 91％となる。また，ヒノキについては，この２項目が造林費用に占める

割合は 94％となっている。 

 

第３項 苗木代  

 苗木は産地，樹種，年齢，植栽方法等により，多様な生産が行われているが，苗木の価格は都道

府県ごとに，生産者と購入者の協議によって決定される。これは，品種系統の明確な優良種苗の確

保 とその安 定 生 産 のために行 われるものである。全 体 的 な価 格 の推 移 としては上 昇 傾 向 にあり，特

に，1974 年頃と 1994 年頃に大きな価格上昇があった（図 3-4）。 
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図 3-4 スギ苗木価格（山梨県）の推移  

注：山 梨 県 林 務 部 「山 梨 県 林 業 統 計 書 」（各 年 版 ）より作 成 。 

 

 

第４項 造林補助金  

 造林補助事業は，1951 年に制定された森林法によって定められ，1954 年に査定係数制度が導

入された。民有林で行われる造林，間伐等の費用に対して，国が 30％，都道府県が 10％の補助を

行うが，補助額の算出は，実際の費用に基づくものではなく，100 を基準とした査定係数と，各都道

府県で定められた標準単価をもとに，大まかには次式に従って算出される。 

 補助額 ＝ 標準単価 × 面積 × 査定係数 × 補助率  

従って，作業内容が類似していても，事業区分が異なれば，実質補助率 （6）が異なり，補助金額も

大きく違ってくる。査定係数は何度も改定されてきたが，2001 年に林業基本法が改正されるまで，制

度 自体に大 きな変 化 はない。また，都 道 府 県や市 町村によっては独 自 に補 助額の上 乗せを行 って

いるところもある。 

 補助金額は標準単価の 40％程度となるので，労働費をかなりの程度まかなう額が補助される計算

になる。このことから，一般に，補助金が森林所有者に対し強い影響を持っていると言われている。し

かし，この点に関する研究はほとんど行われていない。 

 

 

第 5 節 造林に関する先行研究  

第１項 造林・林業生産に関する先行研究  

 造林・林業生産に関して，造林補助事業の歴史的展開や制度の研究が比較的数多く行われてき

た。例えば藤沢・佐野（1965），飯田（1975），藤沢（2000）などの研究がある。また，鶴（1982）は愛知

県で実態調査を行い，造林補助事業が果たしてきた役割について考察した。 
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 林業生 産に関するモデル研究として知られているものに，Faustmann（1849）の利潤最大 化を前 提

とした最適伐期モデルがあり，これに関連する研究は数多くなされている。しかし，これは造林面 積，

費用 ，および立 木販 売 価格 をすべて一 定と仮 定したうえで構築 されたモデルであるため，現実 的適

用には不向きなモデルといえる。 

一方，ブランドン（1984）や赤尾（1988）は内部収益率という概念を用いて林業への最適投資水準

を明 らかにしている。さらに，坂 本 （1990）は森 林 所 有 者 の経 営 行 動 について木 材 価 格 に反 応 する

モデルと，内部環境要因に反応する二つのモデルを提示している。 

 

第２項 造林行動モデル  

 造 林 行 動 をモデル化 し，民 有 林 における森 林 資 源 の造 成 ，所 得 形 成 に造 林 補 助 事 業 が与 えた

影響を計測したものに栗山（1995）がある。栗山は，森林所有者 i は現在の賃金率，森林資源の状

態 ，伐 期 ，割 引 率 および予 想 立 木 価 格 などを所 与 として，将 来 に伐 採 して得 られるであろう予 想利

潤を最大化するように造林面積を決定する，という次式を考案した。 

y i  = y i{P
#
e

- r t
 /(1‐s);w,a} ··· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（3.1） 

ただし，y i：森林所有者 i の造林面積，P
#：t 年後の期待立木価格，r：割引率，t：伐期，s：補助率，

w：実質賃金率，a：伐採可能人工林面積率 （7）。  

 そして，栗山は t 年後の予想立木価格は，現在の立木価格に等しいと仮定している。計測するに

あたっては，北海道の集計データを利用して次式により推定を行っている。  

lnY =α0+α1ln{Pe
-r t

/(1-s)}+α2ln(w) +α3ln(a) ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（3.2） 

 ただし，Y：造林面積 ，P：立木価 格，r：割引 率， t：伐期，s：補 助率 ，w：実 質賃金率 ，a：伐採可 能

人工林面積率。 

 

 

第 6 節 造林行動の分析モデル－分布ラグモデル－  

 森 林 所 有 者 が造 林 するにあたっては上 述 した複 雑 な事 情 が重 なり合 っているが，ここでは造林 行

動 の主 要 因 を抽 出 するためのモデルを構 築 することにする。まず，モデル化 のために以 下 の仮 定を

設定する。 

仮定 1：林木の販売については，立木販売を行う。（販売コスト＝0） 

仮定 2：労働人日数，1ha 当りの植栽本数，造林方法は一定とする。 

仮定 3：都道府県，市町村などによる独自の造林補助金の上乗せはないものとする。 

仮定 4：労働はすべて雇用によるものとする。 

仮定 5：苗木は購入するものとする。 

 このような仮定の下，以下のモデルを仮説として設定し，造林行動の推定式としては何が妥当であ

るかを検証することにする。 

 モデルⅠ Y=Y(P/(1－s), W, N,  A) 

 モデルⅡ Y=Y(P
*
,W, N, A) 

 モデルⅢ Y=Y(P
**

,W,  N, A, s) 

 モデルⅣ Y=Y(P
**

, (1－s)W, (1－s)N,  A) 

 ただし，Y：造 林面 積，P：立木 価格 ，s：実 質補 助率（査定 係数 /100×40％），W：賃 金 ，N：苗 木 単
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価，A：伐採可能人工林面積率。なお，P
*，P

**は期待立木価格（立木価格の分布ラグを考慮した変

数）であり，w i を分布ラグウエイト（後 述 ）とすると，次式で表される。 

*

0 1=

  
=   

−   
∑
m

i
i

i i

P
P w

s
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（3.3） 

**

0

( )
=

=∑
m

i i

i

P w P · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（3.4） 

 ただし，m：ラグ期間。 

 モデルⅠは，栗山のモデル式（3.2）に説明変数として苗木単価を加え，P
#
e

-r t
=P（t 年後の期待立

木価格の現在価値は，現在の立木価格に等しい）としたモデルである。また，モデルⅡは，モデルⅠ

における期 待 立 木 価 格 に分 布 ラグを導 入 したモデルである。モデルⅢでは，分 布 ラグを導 入 した期

待 立 木 価 格 ，賃 金 ，伐 採 可 能 人 工 林 面 積 率 ，苗 木 単 価 ，実 質 補 助 率 をそれぞれ説 明 変 数 として

設 定 する。最 後 に，モデルⅣは，賃 金 ，苗 木 単 価 に実 質 補 助 率 を掛 けることによって，実 際 の負担

額 を明 示 的 に表 したものを説 明 変 数 とするモデルである。補 助 額 は前 述 したように，実 際 の経 費 を

元に計算されるわけではないが，標準単価に関 する資料は公表されていないことから，これを考慮 し

た。 

 立木価格に分布ラグを導入する理由は２つある。１つは，林業の生産期間が固定されていないこと

に起 因 する。生 産 期 間 が固 定 されていないため，最 適 な立 木 価 格 を決 定 することは難 しい。そのた

め，過去の価格をウエイトづけした期待価格が，判断材料として役立つと思考される。 

 ２つは，再 造 林 が立 木 販 売 （伐 採 ）跡 地 に行 う造 林 であることに起 因 する。立 木 販 売 （伐 採 ）が行

われた後，しばらくの期間を置いてから再造林が行われる。そこで，再造林面積と最も強い相関があ

ると考えられるのが立木販売面積である。立木 販売面積に関する統計資料はいくつか存在するが，

そのまま本 研 究の推 定に利 用 可 能 なものは存在 しない。そのため，立木 販 売 に大 きく関 係 している

立 木 価 格 を，販 売 面 積 の代 理 変 数 として用 いざるをえない。このとき，期待 立 木 価 格 は，過 去 の立

木価格の累計が造林面積に影響を及ぼす分布ラグの形を取ることになる。 

 造林 面 積に対 して，立 木価 格の影響が最も強 く作 用すると考えられる期は，立木 販 売 時点 より前

の期であり，それよりさらに時期が遡るにつれて影響 力は低 下 していくと考えられる。また，立 木 価格

の影 響が最 も強い期 以降 ，再 造 林 時 点 に近 づくにつれ，立 木 価 格 の影響 力 は低 下 していくと考え

られることから，分布ラグウエイトは凸型になると予想される。 

立木価格の影響が最も強い期がどの時点であるのか，立木価格の影響力は何期前まで遡るのか

等についての研究はこれまで行われていない。 

造林を行う時点を t 期，立木販売を行う時点を x 期と仮定すると，x 期の立木販売に最も大きな

影響を与える立木価格は，x 期もしくは x-1 期の立木価格と考えられる。立木販売から造林までのタ

イムラグは，一般的には１年から２年と考えられることから，t=x+1 もしくは t=x+2 と表すことができる。こ

のことから，立木価格が造林面積に対し最も影響を与える期は，t-1 期から t-3 期の間にあるというこ

とが予想される。 

本研究では分布ラグモデルにレイリー分布を適用する。レイリー分布は，パスカル分布や多項式ラ

グ分布 などとは違い，分 布ラグウエイトが凸 型の曲線のみを仮定 したモデルであるが，頂 点の位 置，

つまり最も影響力の強い期を想定して推定を行うことが可能な分布ラグモデルである（8）。  

レイリー分布は，次式で表される。 
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2

2 2

1 ( 1)
exp

2

 + + 
= −   
   

i

i i
w

b b
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（3.5） 

ただし，ラグが m 期前で切断されている場合， 

 *

0

/
=

= ∑
m

i i i

i

w w w · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（3.6） 

としてウエイトを計算する必要がある。（3.3），（3.4）式の w i は（3.6）式で計算し直したウエイトである。 

 前述したように，造林行動の分析モデルとして４モデルを想定したが，実際の推定にあたっては，次

式のような対数線形回帰模型を用い，通常の最小二乗法により行った。  

モデル（１） 

lnY=a0+a1ln{P/(1-s)}+a2lnW+a3lnN+a4lnA  

モデル（２） 

lnY=b0+b1lnP
*
+b2lnW+b3lnN+b4lnA  

モデル（３） 

lnY=c0+c1lnP
**

+c2lnW+c3lns+c4lnN+c5lnA  

モデル（４） 

lnY=d0+d1lnP
**

+d2ln (1- s) W+d3ln(1- s) N+d4lnA  

 推定には，資料的制約から 1966 年～1999 年の 34 年間の全国年次データを用いる。変数の定義，

資料の出所等の詳細については注 9 を参照のこと。  

 

第 7 節 分布ラグモデルの推定結果とその考察  

 

 以下の表 3-1 および表 3-2 は，４モデルの推定結果のうち，スギおよびヒノキの両方について比較的

良好と思われるモデル(1)および(2)の推定結果のみを，それぞれ掲載したものである。 

 

表 3-1 モデル（１）の推定結果  

 

    定 数 項  P/(1-s) W N A 

    a0 a1 a2 a3 a4 
AdjR2 DW 

推 定 値  14.98  0.5 -1.07 -0.45  0.05 
スギ 

ｔ値  4.47 ***  2.34 *** -2.18*** -1.82 **  0.35 
0.93 1.00 

推 定 値  10.50  0.38 -0.51 -0.33 -0.04 
ヒノキ 

ｔ値  2.86 ***  1.70 * -0.90 -1.39 -0.26 
0.79 1.04 

注：1）t 値 の横 の***，**，*印 はそれぞれ有 意 水 準 1%，5%，10%で有 意 であることを表 す． 

  2）AdjR
2 は自 由 度 修 正 済 み決 定 係 数 を，DW はダービン･ワトソン統 計 量 を表 す． 
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表 3-2 モデル（2）の推定結果  

 

    定 数 項  P* W N A 

    b0 b1 b2 b3 b4 
AdjR2 DW 分 布 ラグ 

推 定 値  4.01 1.88 -1.23 -0.57 0.81 ラグ 6 
スギ 

ｔ値 1.36 6.71*** -3.79 *** -3.75 *** 5.12 *** 
0.97 1.75 

モード 3 

推 定 値  4.56 1.49 -0.91 -0.72 0.54 ラグ 5 
ヒノキ 

ｔ値 1.30 3.95*** -1.89 * -3.46 *** 2.66 *** 
0.85 1.26 

モード 2 

注：表 3-1 の注 に同じ． 
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 推定 結 果 を全 体 としてみると，符号 条 件 ，決定 係 数， t 値などから判 断 して，スギ，ヒノキいずれの

場合もモデル（２）が統計的にみて有意な結果であるといえる。これらは，分布ラグを導入することによ

って造 林 行 動 を説 明 するモデルであるが，より説得 力 のある結果 を導 出しえたと考 えられる。モデル

（２）の推定結果によると，価格に関するラグは，スギでは t-6 期以降，ヒノキでは t-5 期以降の立木価

格が造林行動に影響を及ぼしており，それぞれ t-3 期，t-2 期の立木価格がもっとも強い影響を与え

ていることがわかる（図 3-5 および図 3-6）。立木価格が造林面積に対して最も大きく影響する期は，

当初予想された結果と合致するものである。前述の通り，x 期の立木販売に最も大きな影響を与える

立木価格は，x 期もしくは x-1 期の立木価格と考えられることから，推定結果と併せると，立木販売か

ら造 林までの期間は，スギでは２年から３年 ，ヒノキでは１年から２年と考えられ，スギ，ヒノキ共に x-4

期ないし x-3 期から x 期前までの立木価格が立木販売に影響を与えているということが明らかにされ

た。 

 表 3-2 より，パラメータの推定値をみると，立木価格と補助率の合成変数である期待立木価格につ

いては，スギ，ヒノキともに 1 を超え，造林面積の期待立木価格に対する弾力性が高いことがわかる。

図 2-6 ヒノキ期待立木価格の分布ラグ

ウエイト（ラ グ 5， モ ー ド 2 の レ イ リ ー 分布 ） 

図 2-5 スギ期待立木価格の分布ラグウ

エイト（ ラ グ 6， モ ード 3 のレ イ リ ー 分 布） 
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賃金についてはスギが‐1.23，ヒノキは‐ 0.91 となり，期待立木価格よりは弾力性の絶対値が小さくな

っているものの，造 林にとって重 要 な要 因であることを示 している。苗 木 単 価に対 する弾力 性につい

てもそれぞれ‐ 0.57，‐ 0.72 と，絶対値はやや小さいが，造林行動にマイナスの影響を与えていること

がわかる。 

また，スギとヒノキを比較すると，表 3-2 から，ヒノキと比べスギの方が，期待立木価格，賃金，伐採

可能人工林面積率の造林面積に対する弾力性が高くなっていることがわかり，注目される。 

 

第 8 節 分布ラグモデルのシミュレーション分析  

 実 質 補助 率の高低が造林 面 積に与えた影 響 を計 測するために，上 記 の結果からモデル（２）を用

いてシミュレーションを行 った。ケース①として，実 質 補 助 率 が０％であった場 合 を想 定 する。この場

合 ，シミュレーション結 果 と観 測 値との面 積 差は造 林補 助 金の効 果の大 きさを表す。また，ケース②

として，査定係数が拡大造林と同値であった場合を想定する。これは，再造林が拡大造林よりも，実

質補助率を低く抑えられてきた影響を明らかにするためである。 

図 3-7，3-8 および表 3-3，3-4 はシミュレーション結果を示したものである。これらより，観測値とケー

ス①の面積差が観測値に占める割合を見ると，実質補助率が 30％程 度であっても，補助がない場

合と比べ，造 林 面 積が２倍 近くに増える結 果となっており，造 林補 助 金の影 響力がいかに強いかが

わかる。また，補 助率が１ポイント上 昇したときの影 響力をみると，スギの方 がヒノキより造林補 助金 に

対して強く反応することがわかる。 

 さらに，ケース②の結果から，査定係数を拡大造林と同値に設定していれば，1966～1999 年の間

でスギは 80％，ヒノキは 46％，それぞれ造林面積が増えていたことになる。  

 

図 3-7 スギ再造林のシミュレーション図  
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表 3-3 スギ再造林のシミュレーション結果  
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図 3-8 ヒノキ再造林のシミュレーション図  

 

 

 

表 3-4 ヒノキ再造林のシミュレーション結果  

 造 林 面 積 累 計 (万 ha) 

（1966 年 ～1999 年 ）  
観 測 値 との差 (万 ha) 

観 測 値  24.91 － 

ケース① 

 補 助 がない場 合  
15.01 -9.9 

ケース② 

 査 定 係 数 が拡 大 造 林 と同じ場 合  
32.08 7.17 

 

 

 

 

 造 林 面 積 累 計 (万 ha) 

（1966 年 ～1999 年 ）  
観 測 値 との差 (万 ha) 

観 測 値  26.24 － 

ケース① 

 補 助 がない場 合  
14.12 -12.12 

ケース② 

 査 定 係 数 が拡 大 造 林 と同じ場 合  
36.84 10.60 
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第 9 節 造林行動の分析モデル－部分調整モデル－  

第１項 拡大造林行動の分析モデル  

 上述のように，森林所有者の拡大造林行動には造林を行う習慣が影響していると考えられるため，

習慣形成を説明する際に用いられる部分調整モデルを考慮して，以下のように定式化する。 

*

, , 0, 1, , 2, , 3, , 1,
ln ln ln ln −= + + +

k t i i i t i i t i i k t i
Y A A P A C A Y · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(3.7) 

ただし，Yk , t：t 期の拡大造林面積，i：樹種，P t
*：t 期における期待立木価格，C t：t 期の造林費用。  

P t
*は伐採時の期待立木価格を表すが，林業は生産期間が長期にわたることから，将来の伐採時の

立木価格を，造林時点で正確に予想することは困難である。本研究では，P t
*について，最も簡素な

形である P t
*
=P t（ただし，P t：t 期における立木価格）と仮定し，推定を行う。また，習慣の説明には調

整係数 δが用いられる。δは 0＜δ≦1 であり，1 に近いほど調整が速やかに行われることを意味する。δ

を用いると，A3 , i＝1-δκ , i と書き直すことができる。 

 

第２項 再造林行動の分析モデル  

次に，再造林については，それが立木販売に付随する行動であることから，立木販売面積が変数

として必要となるが，これに関する長期統計は公表されていない。そこで，立木販売面積と立木価格

は強い相関関係にあると考えられることから，立木販売面積の代用変数として立木価格を用いること

にした。これを考慮すると，再造林の行動モデルは， (3.8)，(3.9)式として表現されよう。 

* #

0 1 2 2ln ln ln−= + +t t tY b b Y b C · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(3.8) 

#

0 1ln ln= +t tY d d P · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(3.9) 

ただし，Y t
#：t 期の立木販売面積。本研究では，前節までの結果を踏まえ，タイムラグを２年として

推定を行うことにする。 

 (3.8)，(3.9)式に部分調整モデルを考慮すると，下記の(3.10)式が求まる。 

, , 0 1 2 2 3 , 1,ln ln ln ln− −= + + +s t i t t s t iY B B P B C B Y · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (3.10) 

ただし，Y s , t: t 期の再造林面積，i：樹種，P t：t 期における立木価格，C t：t 期の造林費用。 

これも，調整係数  δを用いると，B3, i＝1-δs , i と書き直すことができる。 

実際の推定に当たっては，(3.7)式および(3.10)式を用いて，通常の最小二乗法により推定を行っ

た。対 象 は，我が国の主要 樹 種 であるスギとヒノキである。推 定には，資 料的 制 約 から 1967～1999

年の 33 年間の全国年次データを用いる。変数の定義，資料の出所等は，注 10 に示す通りである。 

 ところで，1991 年の夏に台風 17～19 号による被害が発生した。そのため，1993 年以降，被害復旧

が行 われたが，これに伴い，造 林 面 積 も増 加 した。この災 害 復 旧 により，構 造 変 化 が生 じたものとみ

なし，それをダミー変 数 で説明 させることにした。1994 年には災 害復 旧 中にもかかわらず，多くの被

災 地 域 で造 林 面 積 が激 減 した。そのため，この急 激 な落 ち込 みを異 常 値 とみなし，ダミー変 数を代

用させて説明させることにした。 
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第 10 節 部分調整モデルの推定結果とその考察  

第１項 推定結果の妥当性  

表 3-5 は，(3.7)式および(3.10)式について，樹種別に推定した結果を掲げたものである。なお，予

備的な分析の結果，スギ拡大造林では誤差項の均一分散の仮説は棄却されたため，White の標準

誤差による t 値を算出した。これによると，スギ拡大造林では，決定係数は 0.99 であり，モデルの説明

力は高い。また，符号条件は経済理論と整合的であり，回帰係数も安定的である。自己相関はみら

れ ず ， モ デ ル 全 体 と し て は 良 好 な 結 果 が 得 ら れ た 。 ヒ ノ キ 拡 大 造 林 で は ， 決 定 係 数 は 高 く ，

D8499lnYk , t -1 を除き回帰係数は安定的であり，不均一分散や自己相関も見られず，統計的に見て

有意 な結 果であり，ヒノキ再造 林についても，統計 的に見 て有意 な結果 であるといえる。スギ再 造林

については，D7599lnY s , t -1 の係数の t 値が若干小さく，誤差項の自己相関もみられる。 

次 に，時 系 列 データを用 いて推 定 を行 うことから，各 変 数 について単 位 根 検 定 を行 った。その結

果 ，各 変 数 の和 分の次数 は，それぞれ２であり，単 位 根 系 列 であることが判 明 した。そのため，単位

根系列の線形結合である各推定式について，共和分検定を行った。表 3-6 は，共和分検定の結果

を示したものである。これより，誤差 項に不均 一分 散の可能 性があるスギ拡 大造林モデルを除き，い

ずれの場合も誤差項は定常的であると認められ，共和分の関係にあることが明らかとなった。つまり，

推定式は長期的に成立するとみてよいことが確認された。 

これらのことから，スギ，ヒノキ両樹種に関する拡大造林・再造 林行動モデルの推定結果は，改良

の余地はあるものの，いずれも総合的にみて有意であると判断される。 
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表 3-5 造林行動モデルの推定結果  

 

①スギ拡 大 造 林  推 定 値  t 値   

定 数 項  0.91 1.10  

lnYk , t -1 0.87 21.6 *** 

lnP t 0.29 1.99 * 

lnC t -0.20 -2.08 ** 

D7299lnY  k , t -1 -0.01 -4.93 *** 

D7499lnY  k , t -1 0.01 4.00 *** 

D8499lnY  k , t -1 -0.10 -2.39 ** 

D94  -0.17 -8.73 *** 

    

AdjR
2
 0.99   

LM 6.65 （0.01）   

m -0.70 （0.48）   

 

②ヒノキ拡 大 造 林  推 定 値  t 値   

定 数 項  0.66 0.39  

lnYk , t -1 0.93 16.1 *** 

lnP t 0.31 1.90 * 

lnC t -0.24 -1.96 *** 

D7299lnY  k , t -1 -0.02 -3.21 *** 

D7499lnY  k , t -1 0.01 2.06 * 

D8499lnY  k , t -1 -0.01 -1.63  

D94  -0.41 -4.70 *** 

D9395  0.21 3.48 *** 

AdjR
2
 0.99   

LM 2.06 （0.15）   

m -0.02 （0.98）   

 

③スギ再 造 林  推 定 値  t 値   

定 数 項  4.33 1.91 * 

lnYs , t -1 0.67 7.72 *** 

lnP t - 2 0.32 1.88 * 

lnC t -0.34 -2.46 ** 

D7599Ys , t -1 -0.01 -1.42  

D8599Ys , t -1 -0.02 -1.77 * 

D9395  0.14 2.16 ** 

AdjR
2
 0.97   

LM 0.00 （0.99）   

m -1.97 （0.05）   

 

④ヒノキ再 造 林  推 定 値  t 値   

定 数 項  3.92 1.87 * 

lnYs , t -1 0.63 5.48 *** 

lnP t - 2 0.47 2.40 ** 

lnC t -0.41 -2.52 ** 

D7599Ys , t -1 -0.02 -2.11 ** 

D8499Ys , t -1 -0.02 -1.98 * 

D9395  0.19 2.71 ** 

AdjR
2
 0.89   

LM 2.36 （0.13）   

m -0.56 （0.57）   
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注：１） t 値 右 横 の***，**，*印 は，それぞれ有 意 水 準 1％，5％，10％で有 意 であることを表 す。 

２）AdjR
2 は自 由 度 調 整 済 み決 定 係 数 を，LM は誤 差 項 の不 均 一 分 散 のラグランジュ乗 数 検 定 統

計 量 を，m は m テスト時 の e t - 1 の t 値 をそれぞれ表 し，数 値 横 の括 弧 内 は P 値 を表 す。 

３）スギ拡 大 造 林 の t 値 は White の標 準 誤 差 による t 値 である。 

 

表 3-6 共和分検定の結果  

 拡 大 造 林  
  スギ     ヒノキ   

 NC NT WT NC NT WT 
定 数 項   -0.00 -0.00  0.00 0.01 
トレンド    0.00   -0.00 
e t - 1 -1.13 -1.13 -1.13 -1.01 -1.50 -1.49 
t 値  -5.50 -5.38 -5.25 -5.19 -6.37 -6.22 
有 意 水 準  *** *** ** *** *** *** 
AdjR

2
 0.49 0.47 0.46 0.46 0.58 0.57 

DW 1.84 1.84 1.84 1.81 1.69 1.71 
LQ(4) 0.36 0.36 0.36 0.13 0.45 0.46 
LM 0.02 0.02 0.02 0.06 0.45 0.47 

 

 再 造 林  
  スギ    ヒノキ   

 NC NT WT  NC NT WT 
定 数 項   -0.00 -0.00   0.00 0.04 
トレンド    0.00    -0.00 
e t - 1 -1.38 -1.38 -1.38  -1.08 -1.08 -1.08 
t 値  -8.36 -8.22 -8.01  -5.61 -5.51 -5.48 
有 意 水 準  *** *** ***  *** *** *** 
AdjR

2
 0.69 0.68 0.62  0.50 0.49 0.48 

DW 2.08 2.09 2.09  1.83 1.83 1.87 
LQ(4) 0.48 0.48 0.48  0.89 0.89 0.90 
LM 0.42 0.60 0.43  0.96 0.99 0.95 

注：１）共 和 分 検 定 は ADF テストにより行 った。 

２）表 中 ，NC は定 数 項 およびトレンドを含 まないモデル，NT はトレンドを含 まないモデル，WT は定 数

項 およびトレンドを含 むモデルであることを意 味 する。 

３）また，「 t 値」は上 行 の「e t - 1」の t 値 を表し，「有 意 水 準 」の***，**印 は，それぞれ有 意 水 準 1%，

5％で有 意 であることを表 す。 

４）AdjR
2 は自 由 度 調 整 済 み決 定 係 数 を，DW はダービン･ワトソン比 を，LQ(4)は Ljung-Box の Q(4)

統 計 量 の P 値 を，LM はラグランジュ乗 数 検 定 統 計 量 の P 値 をそれぞれ表 す。 

５）ヒノキ拡 大 造 林 について，NC はΔe t - 3 までの，NT および WT はΔe t - 1 までの計 算 を行 った。 

 

 

第２項 推定結果の考察  

１）構造変化  

構造変化について，切 片ダミー変数及び勾配 ダミー変数を用いた検証を行った。その結果，スギ

拡大造林行動では 72，74，84 年に構造変化が認められた。72 年の構造変化は，いざなぎ景気終

息により造林意欲が低下し，造林習慣が弱まったことによると考えられる。74 年については，第 1 次

石油ショックにより，低下 傾向にあった立木価格が一気に上昇したことが，造林意欲を刺 激し，造 林

習慣に対し，プラスの作用をもたらしたと判断される。そして 84 年については，80 年以降，立木価格

が減少に転じたことにより，造林意欲が低下し，造 林習慣が弱まったものと考えられる。ヒノキ拡大造

林についても，72，74，84 年に，同様に構造変化が生じたと考えられる。一方，再造林については，
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75，84，85 年に構造変化が認められた。75 年については，第 1 次石油ショックを契機として，木材需

要が減少したことに起因する。また，84，85 年については，拡大造林の場合と同様，第 2 次石油ショ

ックによるものと考えられる。 

 

２）調整係数  

 1 期前の被説明変数の回帰係数の推定値からδを算出すると，スギ拡大造林で 0.13，ヒノキ拡大

造林で 0.07 であるのに対し，スギ再造林で 0.32，ヒノキ再造林で 0.37 となり，再造林の方が拡大造

林より値が大きい。推定されたδを元に，調整にかかる年数を計算したところ，拡大造林では調整に

10 年以上かかるのに対し，再造林では 5 年程度で調整されることがわかった。一般の産業と比較す

ると，この調 整 期 間 は長 期 であると考 えられることから，造 林 に関 しては，従 来 の造 林 習 慣 が維 持 さ

れるとする仮説が統計的にみて支持されたといえる。 

 また，再 造林よりも拡大 造林の方が，比較的 ，調 整が緩慢であることがわかる。立 木価 格および造

林 費 用 の弾 力 性 を見 ると，再 造 林 の方 が拡 大造 林 の場 合 よりも弾 力 性 が大 きい。拡 大 造 林 は，超

長期の投資的行為であることから，投資行為に影響を与える要因に逐一反応しているわけではない

と考えられる。それに対し，再造林は，現在時点での立木販売の延長線上にある行為であることから，

現 在 時 点での決 断に影 響 される部 分が大きいものと考 えられる。このため，拡 大 造 林と再 造 林の間

で，調整速度に差が現れたと考えられる。 

 この調整速度を改めて見ると，ヒノキ拡大造林の調整係数が 0.07 と，非常に低くなっていることが

わかる。これに対 し，立 木 価 格 および造 林 費 用 に対 する弾 力 性 は，スギ拡 大 造 林 よりヒノキ拡 大 造

林 の方 が大 きい。これについては次 のような解 釈 が可 能 である。推 定 期 間 中 ，スギに比 べ，ヒノキの

立 木 価 格 が恒 常 的 に高 いことから，ヒノキに対 する森 林 所 有 者 の期 待 は高 い。そのため，スギの場

合に比べ，立 木価 格や造林 費 用に対 して反 応 しやすくなる。しかし，ヒノキはスギに比べ，生 育に適

する土地が少なく，弾力性は高いものの，結果として造林面積の増加につながらない。これが，造林

習慣が強く維持された原因と考えられる。 

 一方，再造林の場合，調整係数，立木価格及び造林費用に対する弾力性は，スギとヒノキの差は

わずかであり，樹種別に行動規定要因が異なるとはいえない。 

 

 

 

第 11 節 まとめ  

 本 章 ではレイリー分 布を用 いた分 布 ラグモデルを取 り入 れ，森 林 所 有 者の造 林 行 動に対 する「時

間 」の影 響 を明 らかにするアプローチ方 法 を提 案した。この結 果 ，期 待 価 格 に関 するラグは，スギで

は t-6 期以降，ヒノキでは t-5 期以降の立木価格が造林行動に影響を及ぼしており，それぞれ t-3 期，

t-2 期の立 木価 格がもっとも強 い影響 を与えていることがわかった。また，森 林所 有 者の造 林を行 う

習 慣 の影 響 を明 らかにするため習 慣 形 成 を説 明 する際 に用 いられる部 分 調 整 モデル（パスカル分

布）を適用し，森林所有者の造林行動モデルを構築した。拡大造林では調整に 10 年以上かかるの

に対し，再造林では 5 年程度で調整されることがわかった。一般の産業と比較すると，この調整期間

は長 期であると考えられることから，造林に関しては，従 来の造 林習 慣が維持 されるとする仮 説が統

計的にみて支持 された。このように，分布 ラグモデルを適 用することで，我 が国林業に対する「時間 」
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の影響が明らかになった。 

 我が国 林業の状 況を見ると，ここ数 年，国 産 材価 格が輸入 材 価格 を下回る事 態になっており，森

林 所 有 者 の意 識 もよりいっそう，森 林 から離 れる傾 向 があると考 えられる。今 回 のモデルは，時 間の

影響力が計測期間 中，一定であるとの前提に立ち分析を行ったが，この仮定を緩めた分析を行 うこ

とで，森林所有者の行動原理をより実態に即して表現することが可能になると考えられる。 
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注  

本章の計算は，主として TSP Ver.4.5 を用いて行った。 

 

（1） 飯田（1975）p.79 より引用。 

（2） 半田（1990）p.86 より引用。 

（3） 半田（1990）p.86 より引用。 

（4） 半田（1990）p.90 より引用。 

（5） 飯田（1975）p.79 より引用。 

（6） 実質補助率＝査定係数 /100×40％とする。  

（7） 人 工 林 面 積 のうち，伐 採 可 能 な林 齢 以 上 の森 林 が占 める割 合 。この割 合 が高 いほど伐 採 面

積が増えるため，再造林が進む。 

（8） 詳しくは，蓑谷（1999）p.316 を参照のこと。なお，1 次と 2 次のパスカル分布を用いて同様の推

定を行ったが，レイリー分布よりも有意な結果は得られなかった。 

（9） 変数，変数名および資料の出所は，次の通りである。 

①Y［造林面積］：林野庁編「林業統計要覧」，各年版。 

スギ再造林面積＝民有林再造林面積×民有林スギ造林面積／民有林全造林面積  

ヒノキ再造林面積＝民有林再造林面積×民有林ヒノキ造林面積／民有林全造林面積  

②P［立木価格］：日本不動産研究所「山林素地及び山元立木価格調」，各年版。 

都府県平均立木価格を用いて，2000 年基準の卸売物価指数で実質化した。 

③W［賃金］：農林統計協会「農村物価賃金統計」，1966 年版～1995 年版，農林統計協会「農村

物価統計」1996 年～1999 年版。 

長 期 にわたる造 林 に関 する賃 金 統 計 がないことから，農 業 雇 用 労 働 賃 金 （男 ・臨 時 雇 ，全 国 平

均）を代用し，2000 年基準の消費者物価指数で実質化した。 

④N［苗木単価］：山梨県林務部「山梨県林業統計」，各年版。 

苗 木 単 価 に関 するデータは，多 くの場 合 ，一 般 には公 表 されていない。そのため，やむを得 ず各

都 道府 県 統 計 書に掲 載 されているもので，もっとも多くのデータの記 載があった山梨 県の苗 木単

価を用いた。なお，2000 年基準の卸売物価指数で実質化した。 

⑤A［伐採可能人工林面積率］：農林省統計調査部編「世界農林業センサス」，1960 年～2000 年。

林野庁編「林業統計要覧」，各年版。 

「世界農林業センサス」をもとに毎年の伐採可能人工林面積率を計算した。統計資料の都合上，

本稿では 30 年生以上を伐採可能面積とした。  

⑥s［実質補助率］：造林研究会「造林事業質疑応答集」，1995 年。日本造林協会『民有林造林施

策の概要』，2001 年。 

査定係数は 1986 年までは一般造林事業のうち，計画造林の査定係数を，1987 年からは一般造

林事業のうち，普通造林の査定係数を用いた。 

（10） 変数，変数名および資料の出所は，次の通りである。 

① Y［造林面積］：林野庁編「林業統計要覧」，各年版。 

民有 林における樹 種別 および形 態別 造 林面 積 のクロスデータが公 開 されていないことから，各 造

林面積を以下のように求めた。水源林については，森林開発公団（現緑資源機構）による拡大造
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林であることから，除外することとした。なお，データはすべて民有林についてである。 

スギ拡大造林面積＝補助造林面積×（拡大造林面積－水源林造林面積）÷（造林面積－水源

林造林面積）×スギ造林面積÷造林面積。 

ヒノキ拡 大 造 林 面 積 ＝補 助 造 林 面 積 ×（拡 大 造 林 面 積 －水 源 林 造 林 面 積 ）÷（造 林 面 積 －水

源林造林面積）×ヒノキ造林面積÷造林面積。  

スギ再造林面積＝補助造林面積×再造林面積÷（造林面積－水源林造林面積）×スギ造林面

積÷造林面積。 

ヒノキ再造林面積＝補助造林面積×再造林面積÷（造林面積－水源林造林面積）×ヒノキ造林

面積÷造林面積。 

② P［立木価格］：日本不動産研究所「山林素地及び山元立木価格調」，各年版。 

都府県平均山元立木価格を用いて，1995 年基準の総合卸売物価指数で実質化した。 

③ C［造林費用］： 

 造林費用に関する長期統計が存在しないため，林野庁が造林投資利回り相当率を求める際に

用いる造林費用算出式を適用し，造林費用を算出した。算出に用いた式は，以下の通りである。 

C＝（1－補助率）×（労賃×67 人日+苗木単価×3,300 本）×1.13 

 ただし，C は 1ha 当たりの金額である。 

 ［補助率］：林野弘済会『林野小六法』，各年版。 

補助率は，補助率＝査定係数×0.4 によって算出され，拡大造林と再造林とでは査定係数が異

なる。推定にあたり，査定係数として，1978 年までは一般造林事業の計画 造林の査定係数を用

い，1979 年以降は，一般造林事業の計画造林と森林総合整備事業の計画造林の査定係数に，

当初予算の計画量を掛け合わせた加重平均を査定係数として用いる。  

 ［労賃］：農林統計協会「農村物価賃金統計」1967～1995 年版，農林統計協会「農村物価統計」

1996～1999 年版。 

長期にわたる造林に関する賃金統計がないことから，農業雇用労働賃金（男・臨時雇，1 人日あ

たりの全国平均）を代用し，2000 年基準の総合消費者物価指数で実質化した。 

［苗木単価］：山梨県林務部「山梨県林業統計書」，各年版。 

苗 木 単 価 に関 するデータは，多 くの場 合 ，一 般 には公 表 されていない。そのため，やむを得 ず各

都 道府 県 統 計 書に掲 載 されているもので，もっとも多くのデータの記 載があった山梨 県の苗 木単

価を用いた。なお，2000 年基準の農村物価指数のうち，総合農業生産資材価格指数で実質化

した。 

④［ダミー変数］： 

 D7299：1971 年までを 0，以降を 1。 

 D7499：1973 年までを 0，以降を 1。 

 D7599：1974 年までを 0，以降を 1。 

 D8499：1983 年までを 0，以降を 1。 

 D8599：1984 年までを 0，以降を 1。 

 D94 ：1994 年を 1，その他期間を 0。 

 D9395：1993～95 年を 1，その他期間を 0。 
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第 4 章 マイクロデータを用いた森林所有者の

間伐実施の意志決定構造  

第 1 節 課題と方法  

 経 済 合 理 性 が働 きにくい中 で，どのような要 因 が林 業 に影 響 を与 え，林 業 活 動 を規 定 しているの

であろうか。これを明 らかにするためには，国 レベルや市 町 村 レベルの集合 データではなく，マイクロ

データを用いて，個人の活動そのものを捉え分析 するのが効果的である。近年 ，マイクロデータを用

いた研究が盛んに行われている。 

 本 章 では，森 林 所 有 者 の間 伐 実 施 に対する意 志 決 定 を事 例 に，我 が国 林 業 へのマイクロデータ

分析の手法を提案することを課題とする。 

 

第 2 節 マイクロデータ研究  

 マイクロデータによる研究では，いわゆるアンケートによるデータ収集が行われることが多く，各質問

に対する単純 集 計 を元 に議 論が行われることが多い。また，得られたデータについて多 変量 解 析を

用いて分析が行われることが一般的である。中でも，近 年マイクロデータを用いた研究が注目 されて

いるのは，分析対象者の行動や選択にどのような要因が影響を及ぼすのかをモデル化し分析するこ

とである。分析手法は多様ではあるが，行動や選択は連続的ではなく，離散的となるため，一般的な

回帰モデルでは説明が困難となる。例えば，行動したのかしなかったのかということについては，行動

すれば 1，行動しなければ 0 というように，被説明変数が 2 つの値しか取り得ない。また，選択肢が多

数 あったとしても多 くの場 合 では有 限 である。この場 合 ，被 説 明 変 数 が連 続 ではないことを前 提 とし

たモデルが構 築 され，離 散 選 択 モデルと呼 ばれている。離 散 選 択 モデルの代 表 的 なものとしては，

Logit モデル，Probit モデル，Tobit モデルなどが挙げられる。 

 

第 3 節 海外林業での先行研究  

 海 外 林 業 に 於 い て も マ イ ク ロ デ ー タ を 用 い た 研 究 は 盛 ん に 行 わ れ て い る 。 Bolkesje and 

Baardsen(2002)，Boyd(1984)，Dennis(1989),Kuuluvainen and Tahvonen(1999)などは森林所有者

の伐採行動について，Hyberg and Holthausen(1989)，Zhang and Flick(2001)等は森林所有者の

再造林行動について，Boyd(1984)，Loyland et al.(1995)などは森林所有者の植林行動について，

それぞれマイクロデータを用いた研究を行った。これら先行研究の多くは，Logit，Probit，Tobit モデ

ルを用 いており，マーケットに関 する要 素 ，政 策 に関 わる要 素 ，森 林 所 有 者 の属 性 に関 わる要 素 ，

森林に関わる要素などを説明変数として用いている。 
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第 4 節 我が国林業でのマイクロデータ研究  

 一 方 ，我 が国 の林 業分 野 に於 いては，アンケート調 査が行 われ，単 純集 計 や選 択 肢 の構 成 比の

算 出 などは行 われるが，統 計 的 処 理 はあまり行 われてこなかった。近 年 では，林 ・野 田 （2005）や青

柳・佐藤（2008）など，マイクロデータを統計学的に分析する研究が行われるようになってきた。しかし，

離散選択モデルによる分析も含め，多変量解析を用いた研究はほとんど行われてこなかった。しかし，

林 業 においても，森 林 所有 者 の行 動 や消 費 者の行 動 などを詳 しく解 析 することが求 められると考 え

られる。このため，我が国林業におけるマイクロデータ研究の確立と政策への適応が急がれる。 

 

第 5 節 間伐をとりまく状況  

 木材は戦後から高度経済成長期にかけて，多岐に亘って需要された。間伐材も電柱用材や足場

丸太等として需要 された。そのため，森林にあっては，販 売可能 な樹木 のみが伐採され，劣勢木 が

残された結果，林分密 度は適切な範 囲に収まっていた。この方法は，造林学で択抜式 間伐と呼ば

れるものである。 

 林業経営にとり，この択抜式間伐による収入は主要な地位を占めていた。しかし，現在は，間伐材

を木 材 市 場 へ搬 出 しても買 い手がつかないことが多 く，買 い手がついたとしても，販 売 額 が低 いこと

から，伐採・搬出費用すら賄えない場合が多々ある。また，主伐を行っても，これまでの投資額を賄え

ない程度の低い販売額となっている。このような状況下では，適切な森林管理は行われにくい。その

ため，適切な林分密度にするために間伐を行う必要が出てくる。この場合は，主に支障木や劣勢木

が伐採され，成長が期待できる樹木が残される。これは造林学では下層間伐と呼ばれるが，一般的

には保育間伐，切り捨て間伐，劣勢間伐とも呼ばれる。択抜式間伐が収入を得ることを主たる目的

とするのに対し，下層間伐は林分密度を適切にすることを主たる目的としているのが相違点である（1）。

なお，支 障 木 や劣 勢 木 であっても，市 場 で流 通 する太 さであり，伐 採 ・搬 出 経 費 を賄 える額 で販 売

できると予想される場合，木材市場へ出荷されることもある。 

 

表 4-1 我が国の間伐面積の推移  

 

 

 2000 年世界農林業センサスによると，間伐対象とされる 3 齢級から 9 齢級の針葉樹人工林面積は，

全国で約 610 万 ha ある。10 年に一度，間伐を行うと仮定すると，年間 61 万 ha の間伐が行われる

ことになる。表 4-１は，我が国の間伐面積の推移を示したものである。1994 年から 2003 年の間伐面

年  間伐面積（万 ha）  

1994 19.6 
1995 21.5 
1996 21.5 
1997 20.9 
1998 26.1 
1999 23.7 
2000 30.4 
2001 30.2 
2002 31.4 
2003 31.2 

出典：林業統計要覧（各年版）  
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積は，多くて 31 万 ha/年である。国は補助制度を設け，間伐費用の過半を国庫事業として補助した

り，地方自治体も独自の支援策を打ち出したりするなど，間伐の促進に努めている。しかし，マクロ的

に見ても，間伐が十分には行われていないことがわかる。 

 

 

第 6 節 間伐実施の意思決定  

 本 節 では，今 日 の主 な間 伐 手 法 である下 層 間 伐 について，森 林 所 有 者 が間 伐 実 施 をどのように

決定するのかについて考察する。 

 

第１項 間伐収支  

 下 層 間 伐 は，それを実 施 しても，基 本 的 には収 入 は得 られないが，適 切 な林 分 密 度 にすることで

残存 木の成長がよくなる。そのため，森林 所有 者 は，残存 木が将来 ，より高価 値で販 売できることを

期待 して，間伐 を行 う。つまり，下層 間 伐には投 資的 意味 合いが強いと言える。しかるに，昨今 の木

材市況からみて，今 後も木材価 格が低迷することが予想される状況 下では，間 伐を行 っても将 来 の

収益は概ね見込めそうにない。 

 一方，間伐に掛かる費用は，労賃，立地条件等によって異なるが，一般的に，間伐費用の 7 割近

くが国・地方 自 治体から補助 されている。それでもなお，必要 な間 伐がすべて実 施されるわけではな

い。 

 

第２項 経営意欲  

 林業における経営意欲の重要性については，遠藤（1995）や堺（2003）が指摘している。木材価格

の低 迷 等により，森 林 所有 者 の中には経 営 意 欲を失 い，林 業 経 営 を放 棄 する人も今 日 では少なく

ない。この様な場合，間伐も行われない。また，森林を相続したものの，他産業に従事し収入を得て

いる森林所有者の場合は，林業経営を行う意欲を全く持っていない。 

 これらから，木材 価格 の動向をどれほど重視するかによって，森 林所 有 者の経営 意欲 を伺 うことが

可能であると考えられる。さらに，経営意欲が高い森林所有者ほど，所有森林の見回りをする傾向が

あると考えられる。 

 また，1960 年代頃から，ニホンシカやカモシカ等による獣害が多発しており，被害額や対策費用が

増加するだけでなく，森林所有者が経営意欲をなくすことも多い。台風や雪による自然災害に遭う

リスクも高い。このため，経営意欲が高い森林所有者であれば，自然災害や獣害等の影響を軽視す

るとは考えにくいことから，これらの重視度を知ることによっても，経営意欲をうかがい知ることができる

と思われる。 

 

第３項 森林組合や行政による働きかけ  

 遠 藤 （1995）や藤 野 （2002）等 は，経 済 的 要 因 も施 業 の実 施 には大 きく影 響 するが，森 林 組 合 や

行政からの勧誘（働きかけ）が，森林所有者に施業を実施させる原動力となっていることを明らかにし

ている。 

 働きかけといっても，一 般的には，森林 所有者 に対して，「あの山も，そろそろ間伐 した方が良いで

すよ」と言う程度の軽いものである。これを機に，森林組合等が森林所有者の相談に乗ることもある。
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提案型集約化施業にも関連する取組である。 

 

第４項 森林管理上の必要性  

 上述したことは，間伐 対象となる森林がある場合であり，間伐対象の森林がない場合は，勿論，間

伐は行われない。間伐対象の森林がない場合として 2 通り考えられる。一つは間伐対象となる林齢

の森林が元々ない場合であり，もう一つは，間伐がすでに終了しているために，対象林がない場合で

ある。 

 以上を考慮し，間伐実施の意思決定に影響を与える要因の関係を図示したのが，図 4-１である。

これら諸要因は，「(2)経 営意欲」が内的要因であるのに対し，「(1) 間伐 収支」，「(3)森林組 合や行

政による働きかけ」，「(4)森林管理上の必要性」は外的要因であると考えることが出来る。 

 

図 4-1 間伐実施の意思決定に影響を与える要因  

 

第 7 節 調査地の概要  

第１項 調査地の選定  

 実証分析 を行うためのデータは，兵庫県宍粟 市波賀町の森林所 有者 を対象とし，アンケート調査

により収 拾 した。兵 庫 県 宍 粟 市 波 賀 町 は，戦 後 にスギ・ヒノキ造 林 が始 められた地 域 であり，現 在も

立木伐採が比較的盛んに行われている。また，2002 年から，間伐費用が国・県・市（2005 年合併以

前は町 ）より 100％補助 されており，無 料で間 伐 が行えたことから，間伐 収支がマイナスになることで

間伐が行われないという状況は考えにくい。従って，間伐に掛かる費用はどの森林所有者の場合で

も一律 0 円と見なしてよい。このように，分析を行うにあたり，間伐収支を考慮しなくてよいことからも，

この地を分析対象とすることにした。 

 

第２項 調査地の概要  

 波賀町は 2000 年世界農林業センサスによると，森林面積が 14,922ha（森林率 93％）で，人工林

間伐実施の有無  

森林管理上の必要性 森林組合や行

政による働き

かけ 

経営意欲  木 材 価 格  

労 賃  

獣 害 の重 視 度  

補 助 金  

所 有 面 積  所 有 筆 数  齢 級 構 成  

間伐収支 

後 継 者 の有 無  家 計 の必 要

性  

見 回 り  

木 材 価 格 の重 視 度  

今 後 の経 営 方 針  

獣 害 ・自 然 災 害  
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率は 74％（うち，スギ 75％，ヒノキ 18％）であり，人工林化が進んでいる地域である。森林を所有形

態別にみると，国有林が 6,372ha，私有林が 5,865ha，その他民有林が 2,685ha である。かつては国

有林と私有林の伐採は，ほぼ同程度に行われていたが，近年では，国有林の伐採は私有林の半分

程度に落ち込んでいる。  

 表 4-2 は，波賀町森林組合の間伐実績の推移を示したものである。個人の森林所有者について

みると，2002 年以降，間伐費用が 100%補助されるようになったこともあり，間伐がかなりの面積で実

施されていることがわかる。 

 

表 4-2 森林組合の間伐実績の推移  

 

注：1) 波 賀 町 森 林 組 合 業 務 資 料 を基 に作 成 。  

  2) 年 度 の期 間 は 7 月 1 日 から 6 月 30 日 までである。 

 

 

 

第 8 節 アンケート調査の概要  

 アンケート調査は，森林組合員名簿（全 1,191 人）から，里山地域の集落を選び，集落内の全組

合員に対して行った。5 集落，294 人に対してアンケートを 2005 年 10 月に郵送により配布し，174

人から回答があった（回収率 59%）。このうち有効回答は 73 人（有効回答率 42%）であった。主な質

問項目は，所有森林の状況，施業の実施状況，施業に対する考え，林業経営の状況等である。 

 以下に，回答者の属性について特徴的であったものを概略説明する。回答者の年齢層は，60 歳

以上が 73%を占め，職業は農業・林業と無職がほぼ同数で最も多く，両者で全回答者数の 50%を

占める。また，68%の所有者が，生誕以来，波賀町で生活し続けている。  

 所有森林については，17%が 1ha 未満，48%が 1～5ha の所有であり，零細的である。所有森林の

筆数は 1～10 筆が最も多く 80%であったが，所有森林の規模とは，必ずしも正の相関があるとは言え

なかった（相関係数 0.34）。また，人工林率が 75%以上という回答が 75%を占めるとともに，所有森

林の中で最も古い造林地が 60 年以下というものも 73%あり，戦後に造林が積極的に行われたことを

示す証左といえよう。 

 森林管理については，この 1 年間に，月に 1 度以上見回りに行っている人は 5%に止まり，43%が

年に 1，2 度見回りに行く程度で，34%は 1 度も見回りに行っていない。施業に関しては，過去 5 年

間に，39%が下層間伐を行っている以外は，ほとんど行われていなかった。 

 

年度  個人等からの受託（ ha）  計（ ha）  
1993 22 299 
1994 29 407 
1995 70 266 
1996 70 325 
1997 32 344 
1998 43 279 
1999 46 215 
2000 51 243 
2001 20 242 
2002 95 274 
2003 73 255 
2004 71 148 
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第 9 節 間伐実施に関する分析  

 森林所有者の間伐実施に対する意思決定構造を解明するために，離散選択モデル（Probit モデ

ル及び Logit モデル）を用いた回帰分析を行った。被説明変数は，過去 5 年間における下層間伐の

有無であり，実施した場合を 1，実施していない場合を 0 とした。説明変数としては，森林所有者の

属性および間伐実施の意思決定に影響を与える要因と推測される項目を選定した。 

 

表 4-3 説明変数一覧  

  

 

 表 4-3 は，分析に使用した説明変数の一覧である。図 4-1 で示した要因に対応させると，「（1）間

伐収 支」は今回の対 象 地では考 慮しなくて良い。「（2）経 営意 欲」については，経 営意 欲そのものを

直接，数値 化するには，本来，経営 意欲 を反映 していると思われる項目 を選び，因子 分析 等によっ

て解 析 を行 う必 要 がある。しかし，本 研 究 では，このような分 析を同 時に行い得 なかったことから，見

回 りの状 況 や木 材 価 格 の重 視 度 等 （x1～x5）を代 理 変 数 として用 いることにした。「（3）森 林 組 合 や

行政による働きかけ」は，働きかけの有無（x6）を変数として用い，「（4）森林管理上の必要性」は，現

在の間伐状況（x7）を変数として用いた。 

 推定式は，Probit モデルの場合は下記の(4.1)式により，また，Logit モデルの場合は(4.2)式により，

それぞれ推定を行った。また，説明変数の影響 力の大きさを比較可能とするために，各説明変数 の

標準化を行い，分析を行った。 
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要因  変数名  定義  

x1 見回り  0：なし 1：あり  

x2 
木材価格の  

重視度  

1：重視しない     2：あまり重視しない  

3：どちらともいえない 4：やや重視する  

5：重視する  

x3 獣害の重視度  

1：重視しない     2：あまり重視しない  

3：どちらともいえない 4：やや重視する  

5：重視する  

x4 今後の経営方針  0：縮小 1：維持 2：拡大．  

経営意欲  

x5 主伐の予定  0：なし 1：条件次第 2：予定している  

働きかけ  x6 働きかけ  0：なし 1：あり  

森林管理上  

の必要性  
x7 間伐状況  

0：全く手がついてない 1：一部手がついていない  

2：十分行っている  

 



 50

 表 4-4 は，両モデルについて，比較的良好な推定結果のみを示したものである。まず，計測結果に

ついて見ることにする。McFadden の決定係数（ρ2）は両モデルとも 0.4 程度である。回帰分析に用

いる決定係数と違い，ρ2 の値が 0.2～0.4 の時には十分高い適合度を持つとされており，この基準を

満たしている（2）。回帰係 数の符号条件はいずれも整合的であり，正 しく予 想された数を観測値の総

数で除した的中率は，共に 80%を越えた。回帰係数の推定値の大きさ，t 値，対数尤度，BIC 等，

両者の推定結果に大きな違いは見られなかった。 

 図 4-2 は，Probit モデルについて，被説明変数の推定値毎にみた実際の間伐実施率である。被

説明変数の推定値は計算上の間伐実施確率を表すことから，これと実際の間伐実施率は 1 対 1 の

関係になるはずである。図 4-2 では，推定値と間伐実施確率は概ね 1 対 1 の関係にあることが分か

る。Logit モデルについても，同様の結 果が得 られた。これらから，全 体としてみると，概ね良 好 な結

果が得られたと判断される。また，Probit モデルと Logit モデルの有効性は同程度であると判断され

る。 
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図 4-2 被説明変数の推定値毎にみた実際の間伐実施率（Probit モデル）  

注：1）被 説 明 変 数 の推 定 値 は 0.1 刻 みで集 計 した。 

  2）棒 グラフ中 の数 字 はサンプル数 を表している。  

  3）0.4≦p＜0.5 および 0.5≦p＜0.6 の区 間 はサンプル数 が 1 であるため除 外 した。 
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表 4-4 両モデルの推定結果  

  

注：1）t 値 右 横 の**，*印 は，それぞれ有 意 水 準 1％，5％で有 意 であることを表 す。 

  2）Logit モデルの推 定 値 右 横 括 弧 内 の数 値 は，Probit モデルの回 帰 係 数 の推 定 値と Logit モデル

のそれを比 較 可 能 とするために，Logit モデルのそれに 0.625 を掛 けた値 である．この点 に関し

ては，マダラ（1996）p237 を参 照されたい。 

  3）ρ2 は，McFadden の決 定 係 数 を表 す。この点 に関 しては土 木 学 会 （1995）を参 照 されたい。 

 

 

 

 

第 10 節 考察  

 以下では，計測結果を元に，森林所有者の間伐実施に対する意思決定構造について考察する。 

 説明変数のうち，回帰係数の推定値の絶対値が最も大きかった変数は，「働きかけ」であった。全

額税金で間伐が行われるにもかかわらず，働きかけ一つで，間伐の実行に大きな影響が出ることは，

単に，費用を全額補助するだけでは，現在の間伐放棄問題の解決に万全を期したことにはならない

ことを意 味する。次に大 きかった変 数は「木材 価 格の重 視 度」であるが，経営 意 欲が大きいほど，木

材価格の重視度は大きくなると考えられる。 

 「働きかけ」，「木材価格の重視度」の他，統計的に有意と認められた変数は「見回り」であった。こ

れも森林所有者の経営意欲を反映していると考えられる変数である。回帰係数の推定値の大きさを

比 べると，「働 きかけ」，「木 材 価 格 の重 視 度 」と「見 回 り」とでは大きな差はなく，カテゴリーランクが１

単位変化したときに間伐実施の意思決定に与える影響力はほぼ同程度であることが判明した。 

 経営意欲を表す代理変数として「獣害の重視度」，「今後の経営方針」，「主伐の予定」も用いたが，

いずれも統 計的に見 て有 意であるとは言 えなかった。「獣 害の重 視 度」が有 意ではなかったことにつ

いては，獣 害や自然 災 害とそれに対する意識 は相互 関係があることから，この関係 をさらに調 査 し，

経営意欲との関係を明らかにする必要があると考えられる。「今後の経営方針」，「主伐の予定」が有

意 でなかったということは，森 林 所 有 者 にとって，現 在 の林 業 経 営 と将 来 の林 業 経 営 が必 ずしも関

連しているとは言えないことを表していると解釈される。 

 また，「森林管理上の必要性」を表す「間伐状況」についても，統計的に有意とは認められなかった。

この変数には，これまでに間伐を行ってきたかどうかが反映されている。このため，過去の林業経営と

現在の林業経営が，必ずしも関連しているとは言えないという事が考えられる。 

  Probit モデル  Logit モデル  

変数名   推定値    t 値   推定値    t 値   

定数項   −0.292  −1.42  −0.464 (−0.290) −1.23  

見回り  x1 0.779  3.52 ** 1.41 ( 0.881) 3.20 ** 

木材価格の重視度  x2 0.867  2.53 * 1.54 ( 0.963) 2.51 * 

働きかけ  x6 1.02  3.38 ** 1.92 ( 1.20) 3.04 ** 

観測値数    73     73    

ρ 2
   0.427      0.433     

対数尤度    −29.0     −28.7    

的中率    82.2％      83.6％     

BIC   37.5     37.3    
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 これらから，森林所有者が間伐実施を決定する際，「経営意欲」と「働きかけ」が重要な要因である

ことが分かった。「経営意欲」は内的要因，「働きかけ」は外的要因と捉えることができる。このため，

外 的要 因である「働きかけ」を操 作することで間 伐 実施 を増やすための政 策を取ることが可 能である

と考えられる。 

 そこで，サンプルの平 均値 （見 回り：あり，木材 価格の重視 度：やや重 視，働きかけ：なし）を仮 定し，

「働きかけ」以外の変数を所与とした場合，働きかけの有無によって，どの程度，間伐実施確率 が変

化するかを，Probit モデルを用いてシミュレーションした。「働きかけ」が無い場合，間伐が実施される

確率は， 1.1%であった。しかし，働きかけがある場合，これが 56.7%にまで上がった。これより，働 き

かけがあるだけで，間伐実施確率が大いに高まることが明らかにされた。  

 

第 11 節 結論  

 本章では，森林所有者の間伐意志決定に関するマイクロデータを用いて，Logit モデル，Probit モ

デルによる分析を行った。概ね良好な結果が得られており，今後も我が国林業に於いて，マイクロデ

ータを用いた研究が行われることが期待される。本論文では，変数として価格データを用いることはな

かったが，経済活動である以上，価格データを含めた形での分析が必要となると考えられる。 

 また，離 散 選択 モデルは手 法の開 発が盛んであることから，最 新の分 析モデルの動 向を把 握 する

ことも重要となる。多くのモデルをまとめたものとしては，Louviere・Hensher・Swait (2000)，Hensher・

Rose・Greene (2005) ，Train (2009)などが挙げられる。最近の潮流としては，Nested Logit モデル，

Heteroscedastic Extreme Value モデル，Mixed Logit モデル等，Logit モデルの諸条件を緩和した

generalized extreme value モデルに関する研究がよく行われている。これらを参考にしつつ，我が国

林業に適したモデル開発を進めることが今後の課題と考えられる。 

 

 

注  

（1） 間伐の定義については，堤（1994）p33 に従った。 

（2） 土木学会（1995）p51 を参照。 
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第 5 章 伐出システムの違いによる生産性の比較  

第 1 節 課題と方法  

 林業 は森 林を育 て木 材を生 産する産業である。このため，生 産性の向 上は重 要な課 題となってい

る。一般に我が国林業では，生産性を一人あたりの素材生産量，つまり労働生産性で表すことが多

いが，機械の使用がどれほどあるのかが加味されていない。また，我が国林業の生産性は海外 林 業

と比べて低いとされているが，諸条件が違う中で比較を行っても，どの部分で生産性に違いが出てい

るのかは明確にはならない。 

 世の中には様々な生産性の表現方法があるが，多くの場合，投入に対する産出の比で表されてい

る。投入は様々な要素から成り立っている。生産物によってその中身は異なるが，土地，労働，資本，

原 材 料 ，エネルギーなどが生 産 要 素とされている。各 生 産 要 素の投 入に対する産出の比 は偏 要 素

生産性と呼ばれるのに対し，全ての生産要素の投入に対する産出の比は全要素生産性と呼ばれる。

生産性の改善を行うには偏要素生産性を指標にするのがわかりやすいが，最終的には全要素生産

性が向上しなければ生産の効率性が改善されたとは言えない。 

 林内に高密路網を設置し，車両系高性能林業機械を使用して作業を行う車両系生産システム（１）

が注 目 を集めている （２ ）。生 産 に掛かる時 間や費用 が削 減 されるのみならず，我が国の小 規 模 分散

型 の森 林 所 有 構 造 に適 応 し，作 業 箇 所 を増 やすことで効 率 性 を上 げている事 業 体 も現 れている

（長谷川，2003，2005）。これは，我が国素材生産業に久しく訪れていなかった技術革新であり，これ

らシステムの研究を行うことで，我が国林業全体の活性化を図る必要がある。 

 素 材 生 産 の研 究については，森 林 利 用 学 分野 において，機 械 組 み合 わせの分 析 や工 程 調査 が

行われてきた。生産性は労働者一人の一日あたりの生産量（m
3
/人日）や，木材を 1 m

3 生産するた

めの費用（円 / m
3）によって表されることが多く，生産システムの具体的な効率化が研究されている（３）。

ただし，これらは一 作 業 地 ごとに詳 細 な調 査 が行 われる反 面 ，経 済 学 的 分 析 や他 産 業 との比 較 分

析が難しいという側面を持つ。 

 本 章 では，生 産 性 の向 上 が最 も求 められている伐 出 過 程 において，生 産 関 数 を用 いた分 析 を行

い，作業システムによる違いを明らかにする手法を導入することを目的とする。方法は，コブ・ダグラス

型（以下 CD 型）生産関数を仮定し，スギ，ヒノキの素材生産に関するデータをパネルデータとして用

い，我が国の代 表 的 な生 産技 術 ごとに回 帰分 析を行 う。規 模の経 済 性 の有無 などについて分 析を

行 った後 ，車 両 系 生 産 システムが優 位 性 を持 つ生 産 量 を算 出 し，我 が国 の素 材 生 産 業 の生 産 技

術のあり方を考察する。 

 また，パネル単位根検定，パネル共和分検定を行い，推定した CD 型生産関数が見せかけの回帰

か否かをも検証する。本研究では，パネル単位根検定として，分析の容易さから IPS 検定 （４）を採用

する。パネル共 和 分検 定 には，検 定に用いる仮 定 の柔軟 性から，Pedroni（1997，1999，2004）が一

般的に用いられており，本研究でも Pedroni の共和分検定を行う。 
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第 2 節 先行研究における生産性分析  

 一 般に，生 産 性 分 析 でよく用いられるのが，生 産 関 数または費 用 関 数 を計量 経 済 学 的 手法 で推

定する方法である。分析のモデルが経済理論に基づいていること，統計的な検定が可能であること，

偏要素生産性と全要素生産性を推定できることなどがこの方法の特徴である。他に，全要素生産性

だけを求める指数法や，生産フロンティアと現状との乖離具合を指数化するマルムクイスト生産性指

数などがある。 

 海 外 林 業 研 究 では，Wear(1994)は指 数 法 による生 産 性 分 析 を，Kant and Nautiyal(1997)や

Nanang and Ghebremichael(2006)はトランスログ型費用関数を用いて生産性分析を行うなど，計量

的な分析が行われている。 

 これに対 し，我 が国 では計 量 的 な分 析 はほとんど行 われていない。加 えて，素 材 生 産 業 に関 する

研究 も，必ずしも多くはない。赤羽 ・餅田 （1983）によると，先 行 研 究は，1960 年 代は佐 野（1962a，

1962b，1962c），高松（1962），村尾（1963a，1963b），福島（1969）等，林業の前近代性に焦点を置

いた研究が行われた。1970 年代に入ると，福島（1972），安藤（1978）等，輸入材による木材流通構

造の変化と我が国の素 材生産の関 係に注目 する研究が行われた。しかし，赤羽・餅田 （1983）以 降，

素材生産業に関する研究は少なく，三重県の大山林経営と素材生産の関係を分析した成田・砂坂

（1990）や，熊 本県の素 材生 産事 業体 を調 査した堺（1995）等，地域 別 分析 を行 った研 究に限 られ

る。 

 近 年展 開している車両 系生産 システムについて，その中心 地域となっている岡山県 を事 例調査 し

た長 谷 川（2003，2005）は，会 計 分 析 を行いつつ，架 線 系 生 産システムから車 両 系 生 産 システムへ

の転換点を明らかにした。また，森林組合における車両系生産システムを用いた間伐生産の実態を

藤野（2007）が明らかにした。 

 これらの先 行 研 究 では，ミクロ経 済 学 的 な分 析 はほとんど行 われておらず，また，計 量 的 な分 析 も

ほとんど行われていない。 

 

第 3 節 我が国の素材生産技術の展開  

第１項 素材生産業の動向  

 1960 年世 界農林業センサスによると，全国の素材生産事業体数は 69,304 事業体であったが，

1980 年世界農林業センサスでは 37,345 事業体に減少した。1980 年までは調査対象条件が毎回

変更されていることから，調査対象条件が「年間素材生産量が 50 m
3 以上」である 1980 年，1990 年，

2000 年についてみると，それぞれ，37,345，15,138，7,340 であり，事業体数が 10 年ごとに半減した

ことがわかる。 

 一方，農林水産省統計部編「平成 16 年度林業組織経営体経営報告 」によると，一事業体あたり

の全国平均データでは，育林，素材生産等による営業利益は 302 万円の赤字であり，厳しい経営

環境にあることがわかる。これは報告が行われるようになった 1995 年度以降，恒常的なものであること

から，技 術 革 新 等により，素 材 生産の生 産 性 を向 上 させ，費 用を抑 制 すると共に，利 潤を獲 得 する

必要があることがわかる。 
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第２項 生産技術の展開 （ ５ ）  

 素材生産は，主に伐採，造材，集材の３工程からなる。伐採では，1950 年代以降，チェンソーが普

及 したことにより，生 産 性 が大 幅 に向 上 した。その後 ，ハーベスタを用 いた伐 採 が検 討 されたが，技

術 的 に使 用 が困 難 であることから，あまり普 及 していない。一 方 ，造 材 は伐 採 同 様 ，チェンソーが用

いられるが，近年，ハーベスタやプロセッサが増えている。 

 集材は，1940 年代後半に，集材機（巻き上げ機）が登場し，架線による集材が一般化していった。

これらは，架線 を用いることから架 線 系 生産 システムと呼ばれる。システムの特 徴は，架 線 を張ること

が可能であれば，急傾斜地であっても集材が可 能となる点である。他方，架線を張る作 業自体に手

間が掛かるという難点がある。 

 1960 年代になると，林内作業車と呼ばれる，ウインチ付き小型車両が開発された。大規模伐採に

は不 向 きであると思 われるが，一 人 で集 材 および搬 出 ができることなどから，近 年 ，多 くの事 業 体 で

用いられている。 

 1990 年代後半に入り，林内に作業道を開設し，作業道上の車両により集材を行う事業体が増加

してきた。これらは車両により作業が行われることから，車両系生産システムと呼ばれている。このシス

テムでは，主 に，グラップル，プロセッサ，ハーベスタで集 材 が行われ，フォワーダで搬 出 される。タワ

ーヤーダやスイングヤーダも車両ではあるが，架線を張ることから架線系生産システムに含まれる。 

 車両 系生産 システムは，緩斜 面であれば，路網 を設置することで作業 を行うことが出来る。さらに，

集材に付 随する作 業がほとんどなく，肉体 労 働 が大幅に削 減され，安 全面 も改 善 されるため，労働

条 件 の改 善 につながる面 がある。ただし，架 線 系 生 産 システムと車 両 系 生 産 システムは必 ずしも対

立 するものではなく，例えば，ウインチ付きグラップルを使 用 した場 合 は，併 用 型 と言 うことができる。

一方で，林内作業車はミニ・フォワーダとも呼ばれており，車両系生産システムに含める場合もあるが，

本稿では区別して分析する。 

 

第３項 生産規模と生産技術  

 上 飯 坂 ・神 﨑（1990）は，生 産 規 模 と伐 出 技 術 の関 係 について，林 内作 業 車 は年 間 生 産 量 500 

m
3 以下の事業体で，車両系生産システムは 2,000 m

3 以上の事業体で，架線系生産システムは生

産 量にかかわらず，それぞれ用いられていると述 べている。林 内 作 業車 は最 大 積 載量が 1.0～1.5t

程度であるが，車両系生産システムでよく用いられるフォワーダは 2.5～6.0t 程度である。両者とも林

内走行 速度に大差 はないことから，搬出 量が多くなれば，林内 作業車 を用いるよりもフォワーダを用

いる方が効率的と考えられる。 

 

第 4 節 使用データの吟味  

第１項 素材生産費等調査報告書の概要  

 分 析に使 用するデータの出所は，林野 庁 企画 課編 「素 材生 産 費等 調 査報 告書 」である （６ ）。素 材

生産費等調 査は，名 称 および調査項目の変更 を３度行っているが，いずれも主目的は立木価格 お

よび素 材 生 産 費 の実 態 を明 らかにすることである。調 査 は都 道 府 県 を通 じて実 施 されており，素 材

生 産 事 業 体自 らが調 査 票に記 入する記 帳 調 査 と，都 道 府 県 職 員が事 業 体に聞き取 りを行い調 査

票に記入する面接方式が併用されている。 

 調査対象は名称変更の都度，若干変更されている。現在では，「沖縄県を除く全ての都道府県の
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代表的な林業地域で通常的に素材生産を行っている事業体が，原則として調査時までの 1 年以内

に立 木 を購 入し，かつ，素 材 生 産 を完 了 した箇所 のうち，林 齢 ，伐 採 方法 等 の素 材 生 産地 条 件が

当 該 地 域で一 般的 と見 られる事 業 箇 所における実 績 を調 査 したもの」（同 書 ，「利 用 者のために」よ

り）とされており，毎年，同様の基準で調査対象が選別されている。 

 

第２項 データ使用の妥当性の検討  

 このように，同 報告 書は悉皆 調査ではなく，統計 学的 な処 理をなされたサンプル調査でもない。一

般に，素材生産 業では，作業箇所ごとの費用を明確にすることはあまり行われていないため，データ

収 集そのものが困 難である。そのため，統 計 学 的 なサンプリングが困 難であるが，前 掲の「利用 者 の

ために」のような制約を設けたり，「可能な限り，前年度と同じ事業体を調査し，当該地域において一

般的と考えられる事業箇所のデータを収集することで，データの連続性と一般性に配慮」（林野庁企

画課 担 当官への聞き取 り）したりすることで，平 均 的と思 われる事 業箇 所 が選別 されている。事業 箇

所選別に制約をつけていることから，一定の範囲内にデータが収まっていると考えられ，調査対象の

現状に即 し，最 適 な調 査方 法が用いられていると言える。また，同 報告 書では，代 表的 な林業 地に

おける平均的と思われるデータを収集していることから，やや優良事例寄りのデータであると考えられ

る。 

 本 稿 で利 用 可 能 なデータは個 票 データの全 国 平 均 値 となっている。林 業 には地 域 性 が強 いと考

えられることから，地 方 単 位 または都 道 府 県 単 位 でのデータ利 用 が望ましい。これは同 報 告 書 の公

表 体 制 の問 題 であることから，林 野 庁 企 画 課 において個 票 データまたは都 道 府 県 データの入 手 を

試 みた。しかし，担 当 職員 の異 動 等により，過 去の個 票 データの所 在が不 明 であることから，データ

の入手には至らなかった。 

 使用データには若 干のバイアスが存在するが，素材生産 技術に関して，全国 的な趨 勢を捉えるた

めの資料は同 報告 書以 外に存在せず，個 人がこれらのデータ収集 を行 うことは極めて困 難であるこ

とから，同データを用いて分析を行う。 

 

第 5 節 使用変数と推定方法  

第１項 モデルの前提  

 素材生産は，具体的な生産過程は異なっても，大まかには先述の３工程から成り立っており，生産

要素として，労 働と資本 を投入することに変わりはない。このため，生産関数の関数型は，生産 技術

および樹種において同一 であり，回 帰 係 数 および定 数 項がそれぞれに異 なるにすぎないものと考 え

る。 

 本研究では，代表的な生産技術として，架線系生産システム，車両系生産システム，林内作業車

の 3 種類について，それぞれを用いる素材生産事業体ごとの分析を行う。表 5-1 は，素材生産費等

調査報告書で調査されている集材方法の分類である。複数の機械や集材方法が組み合わされてい

る場合があることがわかる。しかし，「平成 17 年度素材生産費等調査報告書」によると，集材機を用

いた生産方法の 82%では，集材機が単独で用いられ（コード６），林内作業車を用いた生産方法の

63％では，林内作業車が単独で用いられていた（コード 10）（７）。生産技術間の比較を容易にする観

点 からも，集 材 方 法 が単 一 のものを採 用 するとし，架 線 系 生 産 システムのデータはコード６を，林 内

作業車のデータはコード 10 を使用する。車両系生産システムについては，素材生産費等調査報告



 58

書には該当項目はないが，コード 13 がそれに近いものと考えられる。林業組織経営体経営報告書

に掲 載 されている機 械 の使 用 状 況 を分 析 すると，架 線 系 生 産 システムに属 するタワーヤーダはほと

んど使用されていないため，コード 13 で主に使用されている高性能林業機械は，プロセッサ，ハーベ

スタ，フォワーダ，スキッダ等 ，車 両 系 生 産 システムを構 成 する機 械 であるといえる。このため，コード

13 を車両系生産システムと読み替える事が可能であると判断し，分析を行うことにする。 

 我が国の素材生産樹種は，ほとんどがスギまたはヒノキである。樹種の違いが素材生産に影響する

ことも考えられる。また，利用可能なサンプル期間が短期であり，自由度を増やす観点からも，スギ生

産 事 業 体 とヒノキ生 産 事業 体 とでは素 材 生 産 構造 に差 異があると仮 定 し，パネルデータとして推定

する。推定に際しては，樹種による差異を検証するため，F 検定等を行う。  

 

 

表 5-1 集材方法の分類  

 

注：「平 成 17 年 度 素 材 生 産 費 等 調 査 報 告 書 」4～5 頁 より作 成 。 

 

第２項 推定方法と推定期間  

 推定には CD 型生産関数を用いる。生産量を Q，労働量を L，資本量を K とおき，中立的技術進

歩を仮定し，トレンド T を組み込みこんで，両対数型とする。さらに樹種ごとに回帰係数が異なるのか

否かを検証するため，勾配ダミー変数を用いる。添字 n がサンプル（sugi，hinoki），添字 tが期を表し，

α0，α1，α2，α3 およびβ1，β2，β3 が回帰係数，u が誤差項を表すとすると，推定式は次式で表すことが

出来る。 

 , 0 1 1 , 2 2 , 3 3 , ,ln ( ) ln ( ) ln ( )α α β α β α β= + + + + + + +n t n n n t n n t n n t n tQ L K T u · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (5.1) 

コード  集 材 方 法  

1  人 力 木 寄  

2  人 力 木 寄 →集 材 機  

3  
人 力 木 寄 →集 材 機 →林 内 作 業 車  

［林 内 作 業 車 にはトラクタ，バックホー，グラップル等 を含 む］  

4  
人 力 木 寄 →林 内 作 業 車 （→林 内 作 業 車 ）  

［林 内 作 業 車 にはﾄﾗｸﾀ，ﾊﾞｯｸﾎｰ，ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ，ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ等 を含 む］  

5  （人 力 木 寄 →）ウインチ，クレーン  

6  集 材 機 ［ラジキャリーを含 む］  

7  
集 材 機 →集 材 機  

［集 材 機 にはﾗｼﾞｷｬﾘｰ，ｳｲﾝﾁを含 み，２段 以 上 の集 材 機 集 材 ］  

8  
集 材 機 →林 内 作 業 車  

［林 内 作 業 車 にはﾄﾗｸﾀ，ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ，ｸﾚｰﾝ，ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ等 を含 む］  

9  集 材 機 →プロセッサ（→グラップル，集 材 機 ）  

10 
林 内 作 業 車  

［林 内 作 業 車 にはﾄﾗｸﾀ，ﾊﾞｯｸﾎｰ，ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ，ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ等 を含 む］  

11 
林 内 作 業 車 →林 内 作 業 車 ［林 内 作 業 車 にはﾄﾗｸﾀ，ﾊﾞｯｸﾎｰ，ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ，ｸ ﾞﾗｯﾌﾟﾙのほか，一

部 高 性 能 林 業 機 械 を含 む］  

12 林 内 作 業 車 →集 材 機  

13 

高 性 能 林 業 機 械 のみか，それを主 体 とする集 材 方 法  

［高 性 能 林 業 機 械 は，ﾌﾟﾛｾｯｻ，ﾊｰﾍﾞｽﾀ，ﾌｫﾜｰﾀﾞ，ｽｷｯﾀﾞ，ﾀﾜｰﾔｰﾀﾞで，ﾌｪﾗﾊﾞﾝﾁｬ，ｽｲﾝｸﾞﾔ

ｰﾀﾞ等 の使 用 実 績 はない］  

14 ヘリコプター  
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ただし，β1sugi=β2sugi=β3sugi=0。この式 より，ヒノキの回 帰 係 数 はそれぞれα1+β1，α2+β2，α3+β3，となり，

β1，β2，β3 それぞれの t 値が有意とならない場合，ヒノキの回帰係数とスギの回帰係数は一致すること

になる。なお，1987 年のヒノキ生産量が非常に少なかったことから，外れ値と判断し，ダミー変数を用

いてこれに対 応 する。素 材 生 産 量 と関 係 性 が強 い変 数 として伐 採 面 積 が考 えられる。しかし，伐 採

面積を説明 変数として採 用すると，伐採面積の影 響が強く，その他の変数の影響がかき消される恐

れが強いことから，説明変数としては採用しなかった。 

 素材生産の生産性は，生産技術が影響するとともに，作業地の傾斜角や，伐採地と林道との距離

など，伐 採林 分の特徴も影響 する。しかし，これらに関する統計 データは，一般には公開 されていな

いため，本研究の分析モデルでは明示されず，定数項に含まれることになる。 

 推定期間は，架線系生産システムは 1983 年から 2005 年，車両系生産システムは 1995 年から

2005 年，林内作業車は 1990 年から 2005 年である。推定期間が異なるのは，各生産技術の浸透度

合いが異なり，統計に記載されている期間が異なるためである。使用変数には１事業箇所あたりの数

値を用いる。詳細は表 5-2 および表 5-3 を参照されたい。なお，林道，作業道の開設費用および

山本土場から市場等への運搬費用は含まれない。 

 

表 5-2 使用変数の内容 

 

注：１）「平 成 17 年 度 素 材 生 産 費 等 調 査 報 告 書 」１～２頁より作 成 。 

  ２）表 内 の鍵 括 弧 は，「素 材 生 産 費 等 調 査 報 告 書」で用 いられている項 目 名 を表 す。 

 

 

表 5-3 使用変数の記述統計量 

 

注：「素 材 生 産 費 等 調 査 報 告 書 」各 年 版 より作 成 。 

スギ ヒノキ 
生産技術  サンプル数 変数名 

平均 標準偏差 平均 標準偏差 

Q 498 226 342 117 

L 236 81 198 58 
架線系生産 

システム 
23期 ×2 

K 323854 171134 229752 85260 

Q 558 233 255 111 

L 1438 68 985 44 
車両系生産 

システム 
11期 ×2 

K 596119 269712 290470 143030 

Q 240 79 201 152 

L 78 17 90 58 林内作業車 16期 ×2 

K 190480 106351 203474 177921 

変 数  変 数 名  単 位  内 容  

Q 生産量  m
3
 

調査対象事業体がトラックへ積み込む地点（山元土場）まで出材した「素材

生産量」（m
3）。間伐による素材生産は含まれていない。 

L 労働量  人日  

必要な架線，盤台，道路の作設，小屋掛け，機械修理等を含む伐木・造材

および集材に掛かった労働量を 1 m
3 当たりで表示した「1 m

3 当生産性」（人 /

m
3）に，「素材生産量」（m

3）を掛け合わせた数値。 

K 資本量  円  

資本量に関するデータがないことから，伐採からトラック積込地点までに使用

した機械（チェンソーを除く）の固定資産償却費の総額を 1 m
3 当たりで表示

した「償却額」（円 / m
3）に，「素材生産量」（m

3）を掛け合わせた数値を用い

る。これには，機械だけ賃借りした場合の賃料が含まれている。なお，2000

年基準の企業物価指数で実質化した。 

T トレンド   西暦４桁の数値  
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 なお，資 本 量 に関 するデータがないことから，伐採 からトラック積 込 地 点までに使 用 した機 械 （チェ

ンソーを除 く）について，使 用 日 数 分 に相 当 する固 定 資 産 償 却 費 を用 いる。固 定 資 産 償 却 費 を資

本費用と考えると，資本投入量を S t，資本一単位あたりの費用を r t，固定資産償却費を K t とおくこと

で，K t = r t S t の関係が成り立つ。S t を用いるのが望ましいが，データの都合上，r t が推定期間を通じ

て一定であると仮定することで，K t を用いて生産関数を推定する。 

 

 

第 6 節 推定結果  

第１項 推定結果  

 表 5-4 は，生産技術別樹種別生産関数の推定結果を示したものである。車両系生産システムは，

予備的な分析の結果，規模に関して収穫一定の可能性があったことから，収穫一定という制約を課

した場 合の推 定 結 果 を掲 載 した。また，本 稿 は生 産 技 術 別 樹 種 別 の差異 を分 析 していることから，

固定効果モデルの結果のみを掲載した。 

 推 定 に当 たっては，樹 種 による違いを明 らかにするため，勾 配 ダミー変数 を用 いたが，いずれも有

意とはならなかった。続いて，定数項における樹種別の差異を検証するため， F 検定を行ったが，い

ずれの生産技術においても有意水準 5%で帰無仮説が棄却されたことから，定数項のみ樹種で異な

ると考えられた（表 5-4 中の F1 値）。 

 

表 5-4 生産技術別樹種別生産関数の推定結果 

 

注：１）D は，1987 年 のヒノキ生 産 量 外 れ値 ダミー変 数 を表 す。 

  ２）AdjR2 は自 由 度 修 正 済 み決 定 係 数 を，LM は不 均 一 分 散 に関 するラグランジュ乗 数 検 定 統 計 量

を，DW はダービン・ワトソン比を，F1 は定 数 項 のみ異 なるとする帰 無 仮 説 に対 する F 値 を，F2 は

規 模 に関 して収 穫 一 定 とする帰 無 仮 説 に対 する F 値 をそれぞれ表 す。 

  ３） t 値 右 横 の***，**印 は，それぞれ有 意 水 準 1%，5％で有 意 であることを表 す。 

 

  架 線 系 生 産 システム  車 両 系 生 産 システム  林 内 作 業 車    

  係 数  t 値    係 数  t 値    係 数  t 値    

回 帰 係 数           

 労 働  0.481 8.53 *** 0.503 N/A   0.567 4.4 *** 

 資 本  0.310 5.42 *** 0.497 3.86 *** 0.247 2.41 ** 

 トレンド 0.022 8.21 ***       0.027 2.54 ** 

 D -0.257 -3.46 ***             

定 数 項           

 スギ -44.6     -2.77     -54.5     

 ヒノキ -44.8     -3.00     -54.9     

検 定 統 計 量           

 AdjR2 0.976     0.722     0.895     

 LM 0.01     1.30     0.129     

 DW 1.85     1.68     2.17     

 F1 56.0   *** 7.66   ** 20.9   *** 

 F2 45.2   *** 0.186     5.62   ** 
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 さらに，規模に関して収穫一定か否かを，F 検定を用いて検証した。架線系生産システムおよび林

内作 業車 は帰 無仮 説が有意 水準 5%で棄却 されており，いずれも規 模 に関して収 穫逓 減と判 断さ

れた。車両系生産システムについては，帰無仮説が有意水準 10%でも棄却されなかったことから，規

模に関して収穫一定であると判断された（表 5-4 中の F2 値）。 

 また，制約の強い CD 型生産関数を使用する妥当性を検討するため，CES 型およびトランスログ型

生産関数の推定も行った。CES 型では一般化 GAUSS-NEWTON 法による直接推定を試みたが，

多重共線性のため，満足な推定結果を得ることが出来なかった。トランスログ型については，いくつか

の係数で有意な結果が得られなかった。トランスログ型の特殊な場合が CD 型になることから，定数

項，L t，K t およびトレンド項以外の係数がゼロであるとの帰無仮説を立て，F 検定を行った。有意 水

準 10％でも帰無仮説が棄却されなかったため，CD 型がトランスログ型を代替できると考えられ，CD

型を使用するのが妥当であると判断された。 

 

第２項 パネル単位根検定とパネル共和分検定  

 次に，データの特性により，推定式が見せかけの回帰となる可能性を考慮し，パネル単位根検定と

パネル共和分検定を行った。表 5-5 は，IPS 検定による単位根検定の結果である。いずれの変数も，

WT，WC のいずれかにおいて，I(0)であり，定常であることが明らかとなった。このため，いずれの推定

式でも，説明変数と被説明変数は共和分していると考えられた。 

 

表 5-5 IPS検定による単位根検定結果 

 

注 ： １ ） WT は 各 変 数 の 残 差 を
, , 1 ,i t i i t i i t

e e a tρ ε−= + + と 仮 定 し た 場 合 ， WC は 各 変 数 の 残 差 を

, , 1 ,i t i i t i i i t
e e a t bρ ε−= + + + と仮 定 した場 合 の検 定 統 計 量 をそれぞれ表 す。各 検 定 統 計 量 の詳 細 は，

Im et al.（1995，2003）を参 照 されたい。 

  ２）各 検 定 統 計 量 右 横 の***，**，*印 は，それぞれ有 意 水 準 1%，5％，10%で有 意 であることを表

す。 

架線系生産システム lnQ lnL lnK 

 WT -1.21  -3.83 *** -1.08  
 WC -3.43 *** -3.42 *** -2.24 ** 

車両系生産システム lnQ−lnL lnK−lnL  

 WT -1.63 * -5.26 ***   
 WC 0.372  -3.50 ***   

林内作業車 lnQ lnL lnK 

 WT -3.33 *** -2.56 *** -2.23 ** 
 WC -6.99 *** -4.34 *** -4.55 *** 
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表 5-6 Pedroni検定による共和分検定結果 

 

注：１）各 検 定 統 計 量 の詳 細 は，Pedroni（1997，1999，2004）を参 照 されたい。  

  ２）検 定 統 計 量 右 横 の***，*印 は，それぞれ有 意 水 準 1%，10%で有 意 であることを表 す。 

 

 頑健性確認のため，Pedroni 検定を用いたパネル共和分検定を行った。表 5-6 は，共和分検定結

果を示したものである。少なくとも PanelADF による検定で，いずれの生産技術においても帰無仮説

は 1％水 準で棄 却 された。これらより，いずれの推定 式においても，説 明 変数 と被説 明 変 数は共 和

分の関係にあり，見せかけの回帰ではないと判断された。 

 表 5-5 の車両系生産システムの推定結果は，自由度修正済み決定係数がやや小さいものの，い

ずれの結 果も経 済 理 論 を満たしており，概ね統 計 学 的に見 て有 意であると判断 し，以 下ではこれを

用いて分析を行った。 

 

第３項 推定結果の考察  

 架 線 系 生 産 システムについてみると，労 働 の弾 力 性 が 0.481 であるのに対 し，資 本 の弾 力 性 は

0.310 となり，労働の弾力性の方が大きい。同様に，林内作業車も労働の弾力性の方が大きい結果

となった。一方，車両系生産システムは，労働の弾力性が 0.503，資本の弾力性が 0.497 となり，ほ

ぼ同じとなった。架線系生産システムを基準に考えると，林内作業車は労働使用・資本節約的に生

産を行うのが効 率的となる技術であり，車両 系生 産システムは，労働 節約 ・資本 使 用的に生 産を行

うのが効率的な技術であると考えられる。 

 また，トレンドは架線系生産システムと林内作業車とでのみ有意となった。架線系生産システムおよ

び林内作業車は，40 年以上にわたり，全国各地で技術開発や機械の改良が行われ，現場での技

術向 上も行われてきた。一方 ，車 両系 生産 システムは，普 及段 階にあり，現 在でも試 行錯 誤が続い

ている。このため，車両系生産システムにおいて中立的技術 進歩を表すトレンド変数が有意とならな

かったものと推察される。  

 

第 7 節 車両系生産システムの優位性の検討  

 先の分析 から，車 両系 生産 システムは規 模に関して収穫 一 定であるが，架 線 系生 産 システムおよ

び林内作業 車は，規模 に関して収穫 逓減であることが判明している。そのため，生産規模が拡 大 す

るにつれ，３つの生産技術がそれぞれ等量の生産量を産出しても，架線系生産システム及び林内作

業車 と比べて車両 系 生 産システムによる費用の方が小 さくなると考えられる。それでは，その生 産 規

模 はどれくらいであろうか。以 下 では，スギの生 産について，架 線 系 生 産システムと車 両 系 生産 シス

テムを用いた場合の比較を行う。 

 架線系生産システム 車両系生産システム 林内作業車 
Panel V   0.0110    0.0628    0.0211  
Panel Rho   -0.888    -1.04    -0.922  
Panel PP   -6.54    -4.73    -6.67 * 

Panel ADF   -134. ***   -33.2 ***   -57.2 *** 
Group Rho   -1.71    -2.01    -2.15 * 

Group PP   -8.86 ***   -6.38 *   -9.99 *** 
Group ADF   -8.84 ***   -7.54 ***   -12.0 *** 
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第１項 優位性の判断基準  

 車両系生産システムの生産関数を QV(L,K)とおくと，先の推定結果は(5.2)式となる。 

 2.77 0.503 0.497

V
( , ) −=Q L K e L K · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(5.2) 

 ここで，費用関数
V ( , )C L K を 

 
V V

( , ) = +C L K w L K · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(5.3) 

と表すとする。ただし， wV は賃金率である。このとき，費用最小化条件は，  

 ( , )
L

Q L K / ( , )
K

Q L K =  wV · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(5.4) 

となる。ただし， ( , )
L

Q L K および ( , )
K

Q L K は，生産関数 QV(L,K)を L および K でそれぞれ偏微分したも

のである。車両系生産システムを用いて，費用最小化を実現させるには，労働及び資本の投入量が，

(5.2)式に(5.4)式を代入した(5.5)式を満たす必要がある。 

  K=(0.497/0.503) wV L  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(5.5) 

さらに，(5.3)式に(5.5)式を代入すると(5.6)式を得る。 

 * 2.77 0.497 0.497

V V V
( , ) ( ) (0.497 / 0.503)−= =Q L K Q L e w L · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(5.6) 

ただし， *

V
( )Q L は QV(L,K)を L のみで表示したものを表す。 

 また，費用関数は，(5.3)式に(5.5)式を代入することで，L のみで表される(5.7)式となる。 

 *

V V
( ) (1/ 0.503)=C L w L · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(5.7) 

ここで *

V
( )C L は，車 両 系 生 産 システムの費 用 関 数 である。(5.6)式 および (5.7)式 より，単 位 生 産 量 あ

たりの平均費用を求めると，(5.8)式となる。 

 2.77 0.497 0.503 0.503

V V
0.497 0.503− −=AVC e w · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(5.8) 

ただし，AVCV は車両系生産システムの平均 費 用関数を表す。これは，車両系生 産システムの平均

費用は生産量にかかわらず一定であることを意味している。 

 同様に，架線系生産システムの平均費用を求めると， 

 44.6 0.022 0.257 0.31 0.69 0.69 0.209

C C
( ) 0.31 0.481 0.791− + − −= T DAVC L e w L · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·(5.9) 

となり，生 産量により平 均 費用が変 動することが分 かる。ただし，AVCC(L)：架線 系生 産システムの平

均費用，wC：架 線系生 産システムの賃金率。これらより，両生産システムにおいて等量の生産を行う

とき，AVCC(L)>  AVCV であれば，費用面から見て，車両系生産システムが優位になると考えられる。

ただし， wC および wV の値により，AVCC(L)＝AVCV となる L の値も変化する（図 5-1）。車両系生産

システムと林 内作 業 車の比較 ，並びに，架 線 系 生産 システムと林 内 作業 車の比 較も同 様に行うこと

が出来る。 

 

 

図 5-1 賃金率と労働量の関係 
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第２項 閾値の算出  

 それでは，費用面から見て，車両系生産システムが優位になる生産量はどれくらいであろうか。「素

材生産費等調査報告書」のデータを基に，閾値を算出することにする。表 5-7 は，閾値とそれに対応

する費用の算出結果である。賃金率の変動を考慮し，2001 年から 2005 年までの平均賃金率を用

いると，wC =14,667 円 /人日，wV =15,069 円 /人日であった。ダミー変数に 2005 年の値を当てはめ，

これらを(5.8)式および(5.9)式に代入し，連立すると，LF=14.5 が得られる。架線系生産システムの生

産関数を L のみで表したものを *

C
( )Q L とおくと， *

C
( )FQ L =86.8 が得られる。つまり，86.8 m

3 以上のスギ

生産を行うときは，車両系生産システムの方が，生産量あたりの費用が小さく，それ以下の生産を行

うときは，架 線 系 生 産 システムの方 が生 産 量 あたりの費 用 が小 さくなると推 定 された。同 様 に，ヒノキ

生産 では，64.4m
3 以上 の場合 ，車 両系 生 産システムの方が，架線 系 生 産システムより費 用面 で優

位性があると判断された。 

 林内作業車と比較した場合，車両系生産システムが優位となる生産量は，スギは 11.1 m
3 以上，ヒ

ノキは 2.27m
3 以上となった。また，架線系生産システムと林内作業車を比較すると，スギ生産，ヒノキ

生産ともに，非常に大きな生産量が閾値となったことから，実質的に，架線系生産システムの方が優

位であると判断された。 

 86.8 m
3 は，0.5ha 未満の面積で生産可能であり，サンプル（スギ，架線系生産システム）の１事業

箇所あたり平均生産量 498 m
3 と比べて 1/5 程度であることからも，小規模であることがわかる。そのた

め，費用面から考えると，ごく小規模なスギ生産以外では車両系生産システムに優位性があると考え

られた。 

 一方，林内作業車の優位性は実質的には認められなかった。しかし，本稿は費用面から見た場合

の優位性を分析しており，林内作業車の有用性そのものを否定するものではない。 

 分析 からは車 両 系 生 産システムの優 位 性が明らかになったが，現 実 には，車両 系 生産 システムは

大 勢 を占 めるには至 っていない。この理 由 として，筆 者 が聞 き取 りを行 った範 囲 では，「導 入 した機

械 に見 合 うだけの事 業 量 を確 保 できる見 込 みがない」「機 械 価 格 が高 い」「使 い方 が分 からない」な

ど，経営 上の問 題点が浮かび上がってきた。また，新 技術が登場 したからと言 って，すぐにそれが普

及するわけではない。素材生産業のように習慣性の強い産業においては，普及速度は遅いものと考

えられる。これらは，生産技術の優位性の議論から分析することは難しく，経営面や政策面からの議

論が必要であり，別稿にて分析を行いたい。 
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表 5-7 閾値と費用の算出結果  

注：１）生 産 量 が大 きくなるほど，右 側 の生 産 技 術 に対 して，左 側 の生 産 技 術 が優 位 となる。 

  ２）表 中 の記 号 は Q：閾 値 ，C：費 用 ，L1：左 側 生 産 技 術 の労 働 量 ，K1：左 側 生 産 技 術 の資 本 量 ，

L2：右 側 生 産 技 術 の労 働 量 ，K2：右 側 生 産 技 術 の資 本 量 。  

 

 

第 8 節 まとめ  

 本 章 は，我 が国 素 材 生 産 の生 産 性 を，生 産 技 術 別 樹 種 別 に生 産 関 数 を用 いて分 析 し，費 用 最

小化の視 点から，車両 系生 産 システムの優 位 性を検 討 した。生 産 関数 の分析 からは，架線 系 生産

システムによる生産は規模に関して収穫逓減，車両系生産システムによる生産は規模に関して収穫

一 定 ，林 内 作 業 車 による生 産 は規 模 に関 して収 穫 逓 減 であることが判 明 した。これらの結 果 は，パ

ネル単位根検定とパネル共和分検定により，見せかけの回帰ではないと判断された。また，勾配ダミ

ー変数を用いた検定の結果，樹種により，生産要素の投入構造は異ならないことが明らかとなった。 

 さらに，費用最小化を仮定して車両系生産システムの優位性を検討した結果，架線系生産システ

ムよりも費用面で優位性を発揮する生産量は，スギの場合，１事業箇所当たり 86.8 m
3 以上，林内

作業車よりも優位性を発揮する生産量は 11.1 m
3 以上であると推定された。ヒノキの場合は架線系

生産システムとの比較では 64.4m
3 以上，林内作業車との比較では 2.27m

3 以上で優位となると推定

された。そのため，費用面から考えると，ごく小規模なスギ生産以外では車両系生産システムに優位

性があると考えられた。 

 なお，これらの分析はデータの制約上，やや優 良事例 寄りのものとなっていると考えられるため，零

スギ    賃 金 率 ＝ 架 線 系 ：14667，車 両 系 ：15069，作 業 車 ：14821 

Q=86.8 C=350177 
車 両 系 生 産  

システム  L1=11.7 

K1=174038 

L2=14.5 

K2=137238 

架 線 系 生 産  

システム  

Q=11.1 C=44845 
車 両 系 生 産  

システム  
L1=1.50 

K1=22288 

L2=2.11 

K2=13608 

林 内 作 業 車  

Q =4.45*10
7
 C =5.79*10

12
 

林 内 作 業 車  L1=2.72*10
8
 

K1=1.76*10
12

 

L2=2.40*10
8
 

K2=2.27*10
12

 

架 線 系 生 産  

システム  

 

ヒノキ    賃 金 率 ＝ 架 線 系 ：15421，車 両 系 ：14321，作 業 車 ：16527 

Q =64.4 C =318645 
車 両 系 生 産  

システム  
L1=11.2 

K1=158367 

L2=12.6 

K2=124880 

架 線 系 生 産  

システム  

Q =2.27 C =11239 
車 両 系 生 産  

システム  
L1=0.395 

K1=5586 

L2=0.473 

K2=3410 

林 内 作 業 車  

Q =1.26*10
11

 C =1.78*10
17

 

林 内 作 業 車  L1=7.50*10
12

 

K1=5.40*10
16

 

L2=7.01*10
12

 

K2=6.97*10
16

 

架 線 系 生 産  

システム  
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細事業体や巨大事 業体 にまでこの結論が適応できるとは限らない。また，資本量として固 定資産 減

価償却費 を用いており，様々なバイアスが生じている可能性も否定できない。このため，実態調査に

基づいた検証を行う必要があり，今後の課題としたい。 

 本章では，パネルデータを用いて，生産関数を推定し，パネル単位根検定およびパネル共和分検

定 を行 った。生 産 関 数による作 業 システムの生 産性 分 析 が可 能となったことから，今 後 は森 林 利 用

学 分野で行われるような生 産性 分 析との比較 方 法を開 発することで，より多くの現場で生 産 性分 析

を行えるようにする必要があると考えられる。 

 

 

 本稿は，主に TSP
TM

 4.5(TSP International 社 )および Maple
TM

 11(Cybernet Systems 社 )を用いて

プログラムを作成し，推定を行った。 

 

注  

（１）  上飯坂，神﨑（1990）p.211 を参照。ただし，林業技術を主に研究している森林利用学分野で

は，立木を伐採し搬出する行為を，「伐出」と呼んでいることから，引用文献では「車両系伐出

システム」と表記されている。 

（２）  例えば「平成 18 年版森林・林業白書」90 頁，機械化林業（2006 年 5 月号から 2007 年 3 月

号），週刊農林（2006 年 9 月 5 日号）など。 

（３）  井上他（1998），中澤（2006），Shimizu et al.（2000）等。 

（４）  Im et al.（1995，2003）を参照。 

（５）  本 項は，上 飯 坂 ，神﨑（1990），全 国 林業 改 良 普 及 協会 （2001），泉 （2005）をまとめたもので

ある。 

（６）  素材生産費等調査報告書は３度，名称が変更されている。1976 年度から 1989 年度までは

「立木価格市場動態調査結果報告書 」，1990 年度から 1994 年度までは「立木価格変動動

向要因分析調査報告書」，1995 年度以降は「素材生産費等調査報告書」である。いずれも，

調査方法および調査項目はほぼ同じである。 

（７）  総サンプル数 362 件のうち，集材機を用いた生産は 148 件，林内作業車を用いた生産は 168

件，高性能林業機械主体の生産は 49 件，いずれにも該当しない生産は 6 件であった。なお，

集材機と林内作業車を併用している場合は，両方に計上した。 
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補論 パネル単位根検定とパネル共和分検定  

 パネルデータ分析については，Wooldridge（2003），Green（2002） ,北村（2004）等，教科書的文献

が多 数あるが，パネル単 位 根検 定 およびパネル共 和分 検 定 は，様々な検 定方 法が提 案 されている

段 階 であり，日 本 語 による文 献 はほとんどない。そこで，これらの主 要 な検 定 法 を概 観 し，本 稿 で採

用する検定方法の位置づけを行う（１）。 

 

第 1 節 パネル単位根検定  

第１項 Im, Pesaran & Shin（1995,2003）  

 パネルデータを用 いた単 位 根 検 定 は，通 常 の時 系 列 データを用 いた単 位 根 検 定 と，仮 説 の立 て

方 が若 干 異 なる。最 も単 純 な形 の DF 検 定 を例 に取 ると，通 常 の時 系 列 データの場 合 ，残 差 を

1
ρ ε−= +

t t t
e e と定 義 し，対 立 仮 説 「H1:ρ≠1（定 常 ）」に対 し，帰無 仮 説 「H0:ρ=1（非 定 常 ）」を検 定 す

る。 

 しかし，パネル単位根検定では，
, , 1 ,

ρ ε−= +
i t i i t i t
e e となるため，

,i t
e が定常であるためには，全ての i に

ついて， 1ρ ≠i である必 要がある。Levin and Lin（1992）によって開 発 されたパネル単位 根 検 定は，

ADF 検定をパネルデータに適用し，「全ての i について ρ ρ=i 」という仮定の下，対立仮説「H1:ρ≠1

（定 常 ）」に対 し，帰 無 仮 説 「H0: ρ ρ=
i

（非 定 常 ）」を検 定 する形 を取 った。しかし，これは非 常 に制

約の強い仮定であった。  

 Im, Pesaran & Shin（1995,2003）は， ρ ρ=
i

という仮定を緩和し，対立仮説「H1:少なくとも一つの i

について 0ρ <
i

（定常）」に対し，帰無仮説「H0:全ての i について 0ρ =
i

（非定常）」を検定する形を取

った。このため，片側検定となる。検定統計量 ( , )p ρ
t

W は，ADF 検定の ρi の t 値を iTt とおくと，次式で

計算される。 

 
1

1

α ρ ρ ε− −
=

∆ = + + ∆ +∑
ip

it i i it ij it j it

j

y y y · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （補 .1） 

 
1

1
( , )

=

= ∑ ρ
iT

N

NT i i

i

t t p
N

· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （補 .2） 

 

[ ]

[ ]

1 ,

1

1
( , ) |

( , ) (0,1)
1

( , ) |

ρ

ρ

=

=

 
− = 

 = →

=

∑

∑

0 0

p ρ

0 0

N

NT iT i i

i T N

t
N

iT i i

i

N t E t p
N

W N

Var t p
N

· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （補 .3） 

 [ ]( , ) | ρ =0 0
iT i i

E t p と [ ]( , ) | ρ =0 0
iT i i

Var t p は Im, Pesaran & Shin（2003）の Table3 に用意されている

数値を用いて計算できる。時系列データ同士に相関がある場合は，クロスセクション方向の平均を引

いてやることで問 題 を解決 できるが，N≦10 の場合 ，Im, Pesaran & Shin（1995,2003）を改 良 した

Jönsson（2005）を用いる方がよい。 

 この検定方法は，執筆者の頭文字をとって IPS 検定と呼ばれている。IPS 検定は，対立仮説から分

かるように，厳密には，すべての i についての定常性は検定できない。しかし，検定の容易さから，多

くの研究で用いられている。 
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第２項 Maddala & Wu （1999）  

 この後，Maddala & Wu（1999）が，IPS 検定よりも検定力の強い単位根検定を発表した。サンプル i

の単位根検定統計量（いかなる単位根検定でも良い）の P 値を p i，求める統計量を S とすると， 

 2

1

2 ln (2 )
N

i

i

S p Nχ
=

= − ∑ ～ · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （補 .4） 

と表される。この検定法は Fisher（1932）で示唆されていることから，Fisher 検定と呼ばれる。この検定

法は，IPS 検定同様，各 i についての単位根検定を元にしている。しかし，IPS 検定に比べ，（１）バラ

ンスデータである必要がない，（２） i ごとに統計 量を求める単位 根検定 であれば，どのようなものでも

利用できる，という特徴がある。一方で，クロスセクション方向の相関（例えば，全ての i にまたがる構

造変化）がある場合，S は 2χ 分布に従わず，Bootstrap 法を用いて S の臨界値を求める必要があり，

IPS 検定よりも使い勝手が悪くなる。さらに，期間数は短くなるほど検定力が IPS 検定よりも落ちること

も Maddala & Wu（1999）で報告されている。 

 

第３項 Hadri（2000）・Hadri and Larsson（2005）  

 Hadri（2000）は，帰 無 仮 説 を「単 位 根 を持 たない」とし，変 数 が定 常 であることを直 接 検 定 する方

法を開発した。Hadri（2000）の概要は次の通りである。 

 変 数 y i t を ε= +
it it it
y r もしくは β ε= + +

it it i it
y r t で表 すとすると，r i t がランダムウォークである場 合 ，

1−= +
it it it
r r u と表せる。 ε

it
と

it
u が i と t について iid である時， [ ] 0ε =

it
E ， 2 2

0εε σ  = > it iE ， [ ] 0=
it

E u ，

2 2
0σ  = ≥ it uiE u である。 

 すべての y i t が定常であるという帰無仮説は次式で表される。 

2 2

0 1
H : 0σ σ= = =�

u uN
 

対立仮説は 

2 2

1 1 1 2
H : 0, 1, , ; 0, 1, ,σ σ> = = = +… …

ui ui
i N i N N  

と表される。これは， 2σui が少なくとも 1 つは 0 より大きい，ということと同義である。 

 Hadri and Larsson（2005）は，Hadri（2000）を時系列方向に有限であると仮定した場合に適用でき

るよう，改良を行った。トレンドがない場合の統計量は次式で表され，片側検定となる。 

 
1

ˆ1
(0,1)

µ µ
µ

µ

η ξ

ζ=

 −
= ⇒  

 
∑
N

iT T

NT

i T

Z N
N

· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （補 .5） 

ただし，
1

1

=

= ∑
T

i it

t

y y
T

， = −it it ie y y ，
1=

=∑
t

it ij

j

S e ， 2 2

1

1
σ̂

=

= ∑
T

iT it

t

e
T

，
2

2 2
1

1
ˆ

ˆ
µη σ=

= ∑
T

it

iT

t iT

S

T
，

1

6
µξ

+
=

T

T

T
， 

22
2

2

1 1

620
µζ

+ + = −  
 

T

T T

TT
。 

 トレンド項がある場合は次式で表される。 

 
1

ˆ1
(0,1)τ τ

τ
τ

η ξ
ζ=

 −
= ⇒ 

 
∑
N

iT T

NT

i T

Z N
N

· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （補 .6） 

ただし，
0 1

α α= − −
it it
j y t ，

1=

=∑
t

it ij

j

V j ， 2 2

1

1
ρ̂

=

= ∑
T

iT it

t

j
T

，
2

2 2
1

1
ˆ

ˆ
τη ρ=

= ∑
T

it

iT

t iT

V

T
，

2

15
τξ

+
=

T

T

T
， 
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22
2

3

( 2)(13 23) 2

152100
µζ

+ + + = −  
 

T

T T T

TT
。 

 Hadri 検定は，帰無仮 説が「単位根を持たない」であるため，変数が定常であることを直接検定す

ることができる。しかし，検定に用いるモデルが限定的であるため，直ちに，定常であることを証明でき

ない難 点 がある。限 定 的 であるというのは，
1

δ ε−= + +
it it it
Y a Y または

1
δ ε−= + + +

it it it
Y a bt Y しか想 定 さ

れておらず，Y i t に自己相関がある場合（例えば
1 1 2 2 3

δ δ δ ε− − −= + + + +
it it it it it
Y a Y Y Y ），検定結果の信頼

性は落ちる。 

 以上より，第 4 章では，分析の容易さから IPS 検定を採用した。 

 

第 2 節 パネル共和分検定  

第１項 パネル共和分検定  

 パネルデータ分析における共和分検定としては，Pedroni（1997，1999，2004），  McCoskey & Kao

（1998），Kao（1999），Larsson et al.（2001）等が挙げられる。これらのうち，Larsson et al.（2001）は

VAR モデルを採用しており，本稿の分 析には適 していない。Kao（1999）は回帰 係数 を個体 間で共

通と仮定し，Pedroni（1997，1999，2004）および McCoskey & Kao（1998）は，個体間で共通ではな

いと仮 定 し，それぞれ検定 方 法 を示 している。Kao（1999）は説 明 変 数 が１つのモデルについてのみ

の検定であり，複数の説明変数を用いる本稿のモデルには適用できない。一般的には，検定に用い

る仮定の柔軟性から，Pedroni（1997，1999，2004）が最も用いられており，本稿でも Pedroni の共和

分検定を行うことにする。  

 

第２項 Pedroni(1997,1999,2004) 

 Pedroni（1997，1999，2004）は，PP 検定 （２），DF 検定および ADF 検定をパネルデータに適応させ

ると共に，比較的制限の少ない共和分検定を開発した。 

 推計すべき統計量は 7 つであるが，これは検定の頑健性を確認するためであり，必ずしも 7 統計量

すべてが同じ結果になるとは限らない。これはそれぞれの統計量が仮定する DGP が異なることによる。

データの期間が短い場合は Group ADF が最も信頼できる統計量である。 

 表 補 - １ は ，７ 統 計 量 の 特 徴 を 表 したもの で ある。７ 統 計 量 は ，Within 推 定 に もと づくもの と，

Between 推 定にもとづくものとに大別される。さらに，分散 比，ノンパラメトリック法，パラメトリック法 に

分けられる。 

 

表補 -１ Pedroni 検定の統計量  

 nonparamet ric  paramet ric  

 PP ADF 

 

分 散 比  

ρ  t  t  

Within 推 定  Panel V Panel  Rho Panel  PP Panel  ADF 

Between 推 定   Group Rho Group PP Group ADF 

   注：Pedroni（1999）を元に筆者作成。 
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 Pedroni 検定は，Pedroni（1997，1999，2004）のいずれか一つの論文のみを読んだとしても，検定

を行うことは難しい。そのため，以下に，Pedroni（1997，1999，2004）および Pedroni 氏に対する筆者

からの質 問 及 びその回 答 （3 ）を基 に，各 統 計 量 の算 出 式 と，統 計 量 が従 う分 布 について記 述 する。

各統計量の下に記載した式は，A については，定数項とトレンドを除く説明変数が１つである場合，

それぞれが従う正規分布の平均と分散をあらわす。B については，定数項とトレンドを除く説明変数

が１つ以上である場合に，それぞれの統計量が従う正規分布の式を表している。なお，これらの正規

分布を表すための平均と分散は，Pedroni（1999）の table3 に示されている。 

 

Panel V 

1

2 2

ˆ 11 1

1 2

ˆ ˆν

−

−
−

= =

 
≡  
 
∑∑
N T

NT i it

i t

Z L e     

 A： 2 3 / 2

ˆ 4.00 (0, 27.81)ν − →
NT

T N Z N N  

 B： 2 3 / 2 1 '

ˆ 1 (1) (1) (1)(0, )ν φ φ−− Θ → Ψ
NT

T N Z N N  

Panel Rho 

1

2 2 2

ˆ 1 11 1 11 1

1 2 1 2

ˆˆ ˆˆ ˆ ˆ( )ρ λ
−

− −
− − −

= = = =

 
≡ ∆ − 
 
∑∑ ∑∑NT

N T N T

i it i it it i

i t i t

Z L e L e e  

 A： ˆ 1 2.77 (0, 24.91)ρ − + →
NT

T NZ N N  

 B： 1 '

ˆ 1 2 1 (2) (2) (2)(0, )ρ φ φ−
− − Θ Θ → Ψ

NT
T NZ N N  

Panel PP 

1 / 2

2 2 2 2

11 1 11 1

1 2 1 2

ˆˆ ˆˆ ˆ ˆ( )σ λ
−

− −
− −

= = = =

 
≡ ∆ − 
 

∑∑ ∑∑�
NT

N T N T

t NT i it i it it i

i t i t

Z L e L e e  

 A： 1.01 (0,1.50)+ →�
NTt

Z N N  

 B： 1 / 2 '

2 1 3 (3) (3) (3)( (1 )) (0, )φ φ−− Θ Θ + Θ → Ψ�
NTt

Z N N  

Panel ADF 

1/ 2

* *2 2 2 2

11 1 11 1

1 2 1 2

ˆ ˆˆ ˆ ˆ ˆ

−

− −
− −

= = = =

 
≡ ∆ 
 

∑∑ ∑∑NT

N T N T

t NT i it i it it

i t i t

Z s L e L e e  

 A： *
1.01 (0,1.50)+ →�

NTt
Z N N  

 B： * 1/ 2 '

2 1 3 (3) (3) (3)( (1 )) (0, )φ φ−− Θ Θ + Θ → Ψ�
NTt

Z N N  

Group Rho 

1

2

ˆ 1 1 1

1 2 2

ˆˆ ˆ ˆ( )ρ λ
−

− − −
= = =

 
≡ ∆ − 

 
∑ ∑ ∑�

NT

N T T

it it it i

i t t

Z e e e   
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 A： 1/ 2

ˆ 1 6.84 (0, 26.78)ρ
−

− + →�
NT

TN Z N N  

 B： 1/ 2

ˆ 1 1 1,1(0, )ρ
−

− − Θ → Ψ� � �
NT

TN Z N N  

Group PP 

1/ 2

2 2

11 1 1

1 2 2

ˆˆ ˆ ˆ ˆ( )λ
−

−
− −

= = =

 
≡ ∆ − 

 
∑ ∑ ∑�

NT

N T T

t i it it it i

i t t

Z L e e e  

 A： 1/ 2

ˆ 1.39 (0, 0.78)
− + →�

NTt
N Z N N  

 B： 1/ 2

ˆ 2 2,2(0, )
− − Θ → Ψ� � �

NTt
N Z N N  

Group ADF 

1 / 2

* *2 2

1 1

1 2 2

ˆ ˆ ˆ ˆ( )

−

− −
= = =
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∑ ∑ ∑�

NT

N T T

t i it it it

i t t

Z s e e e  
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 K i は 自 己 回 帰 過 程 の 階 数 である 。Pedroni （ 1997 ，1999 ，2004 ） は K i を 尤 度 比 検 定 の 分 解

（step-down procedure）によって求めることを提唱している。J i は 4*(T/100)
2 /9 の小数点第一位を四

捨五入した値である。 

  

 

 

注  

（1） 海外でのサーベイ研究としては Baltagi and Kao（2000）が知られている。 

（2） Phillips and Perron(1988)を参照。 

（3） Pedroni 氏とのやりとりは 2006 年 10 月に E メールにて行った。 
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第 6 章 まとめ  

第 1 節 各章のまとめ  

 我が国林業において計量分析を促進させる必要があるが，我が国林業は海外林業や他産業と比

べて多くの特徴を有しており，海外林業や他産業における研究とは比較しづらい。そこで，本論文で

は，我 が国 林 業 の特 徴をふまえた計 量 分 析 手法 を提 示 し、提 示 した手 法 の適 合 性 を、統 計 データ

などを用いて検討した。以下では各章について分析手法の観点からまとめをのべる。 

 第 2 章ではニューラルネットワークモデルの一つである自己組織化マップと多変量解析を融合させ，

地域を類型化する手法の開発を行った。この融合により，類型化が容易になっただけでなく，その類

型の意味するところの解釈が容易になった。 

 第 3 章に於いてはレイリー分布を用いた分布ラグモデルを取り入れ，森林所有者の造林行動に対

する「時間」の影 響を明 らかにするアプローチ方 法を提 案した。また，森 林所有 者の造林 を行 う習慣

の影 響 を明 らかにするため習 慣 形 成 を説 明する際 に用いられる部 分 調整 モデル（パスカル分 布）を

適用し，森林所有者の造林行動モデルを構築した。そして，分布ラグモデルを適用することで，我が

国林業に対する「時間」の影響が明らかになった。 

 第 4 章では，森林所有者の間伐意志決定に関するマイクロデータを用いて，離散選択モデルの適

用 を試 みた。聞 き取 りによる分 析 だけでは森 林 所 有 者 の行 動 原 理 を定 量 的 に把 握 することは困 難

であったが，本 論 文 で提示 したモデルにより，経 済 的 要 因 以 外 の要 因 が森 林 所 有 者 に与 える影響

を分析することが可能となった。その中でも，森林所有者にとっては外部要因である「働きかけ」が森

林所有者の間伐実施に対する意思決定構造に大きな影響を及ぼしていることが明らかとなった。  

 第 5 章ではパネルデータを用いて，生産関数を推定し，パネル単位根検定およびパネル共和分検

定を行 った。最新の計 量 経済 学的 手法を用いることで，これまで我が国 林業では難しかった作 業シ

ステムの比較 を行 うことが可能になった。そして，どのような条 件の時にどの作業システムを選 択すれ

ばよいのかが明らかになった。 

 我が国 林業の分 析においては，データがあっても分 析が困難 であったり，そもそもデータを収 集 す

ること自体が困難であったりすることが多かった。このため，定性的 な分 析 にとどまることが多く，林業

の実態を捉えきれていない状況が続いてきた。しかし，本論文では，我が国林業の特徴を的確にとら

えることで，既存の分析 手法を林 業分 野に応用 することが出来 ，実証 的 な分 析手 法を開発できるこ

とが明らかとなった。これらの分析結果は統計的に有意であるのみならず，林業政策の立案に対して

有意であり，計量分析の有効性を示すものであると言える。 

 

第 2 節 本研究の政策的意義  

 本研 究の林業政 策への応用については様々な可能 性を示すことが出 来る。目下 ，我が国 林業 政

策の最大のトピックスは 2009 年 12 月に発表された森林・林業再生プランの具体化である。森林・林

業再生プランは，2020 年までに木材自給率 50%，木材生産量 4000 万～5000 万 m
3 を達成すると

いう数値目標を掲げている。現在の木材自給率が 28.2%，木材生産量 1828 万 m
3，木材需要量が
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6480 万 m
3 であることを考えると，これらの数値目標は容易に達成できるものではない。どのような具

体的な政策を実行し，目 標数値を達成するかについては，5 つの検討委員会で議論が行われてい

る。しかし，そこで議論されいてる内容は，目標達成に必要と考えられる課題に関しての制度変更の

方向性であり，制度変更がどの程度，有効であるかについてはあまり議論が深まっていない。 

 本 研 究 で示 した計 量 手 法 を用 いることで，制 度 変 更 の有 効 性 を議 論 することは可 能 である。例 え

ば，森林・林業再生プランにおける主要なテーマである路網・作業システムの効率化については，第

5 章で提示した生産関数の分析により，高性能林業機械が比較優位となる作業規模を示しており，

どのような路 網 ・作 業 システムを政 策 的 に推 奨 すべきであるかを裏 付 ける材 料 となりうる。また，技術

者 養 成 についても，その対 象 となる森 林 施 業 プランナーの有 効 性 について，優 良 事 例 の分 析 は行

われてきたものの，どれほど有効であるのかについては議論が行われてこなかった。第 4 章で提示し

た森林所有者の間伐実行意志決定モデルにより，外部からの「働きかけ」の有効性を具体的に分析

できるようになった。この結果 ，「働きかけ」は森 林所 有 者の間 伐 実 施に大きな影 響 を与 えるものの，

それだけで全 てが決 定 されるわけではないことも明 らかになった。間 伐 実 施 を促 進するためには，内

的要因も高めなければならず，森林所有者の経営意欲を高める方策も検討される必要がある。 

 また，森 林 情 報 の整 備 についても検 討 が行 われているが，この分 野 は技 術 の発 達 により，精 緻 で

大量の情 報が蓄 積されていくことになる。特に，一筆 単位での情報や，50m メッシュでの情報 など，

小 単 位 の情 報 が大 量 に蓄 積 されていくことになるであろう。大 容 量 の情 報 を扱 うのは一 筋 縄 ではい

かないため，直感的に分かりやすい情報に変換していく必要がでてくると考えられる。この時に，第 2

章で提 案 した地 域類 型 化 手 法を用いることで，情 報 量を損 なうことなく必 要 なデータを加 工 すること

が有効になる。 

 この他 ，森林 ・林業 再 生プランでは伐採・更新 のルール整備の必要 性 が取り上げられている。これ

は，無秩序な伐採や，伐採後に更新を行わず林地が放置されることで山地崩壊などにつながってい

ることから，これらを抑制することを念頭にした議論である。しかし，我が国の林齢構成は 8～10 齢級

が多いものの，それ以外の齢級は極端に少 なくなっており，いびつな林齢 構成となっている。多様 な

木材需要に応えるためには齢級構成はフラットである方がよい。現在の齢級構成をフラットな形 に持

って行くには造 林 を行 うことが必須であるが，そのためにどのような条 件 が必要であるかを明 らかにし，

有効な対策を立てるべきである。第 3 章で提示した造林行動モデルにより，造林を行う「習慣」の影

響 が大 きいことが明 らかとなっており，政 策 的 に造 林 面 積 を拡 大 させるには，長 期 的 視 点 を持 ち政

策を立案・実行していくことが求められる。 

 

第 3 節 本研究の今後の課題  

 本研 究の分析 手法はそれぞれ有効なものであるが，より実態 を詳 細に表現し，政 策立 案に資する

ためには課題も残されている。第 2 章では自己組織化マップを用いたが，本論文で用いた二次元的

な表現方法だけでなく，三次元的な表現方法で分析を行うことが考えられる。マップを三次元にする

ことで，周辺域にひずみのでないマップを作成することができ，より正確に地域分類を行うことが可 能

である。さらに，その他のニューラルネットワークモデルである記憶ベース推論やサポートベクターマシ

ンなどの適 用 可 能 性 について検 討 を行 い，より大 量 の情 報 処 理 を高 速 に行 うことで，よりミクロの分

析 を行 うことが可 能 となると考 えられる。特に，地積 調 査 が進められれば，一 筆 ごとの森 林 情 報が整

備されることになる。その際，本研究の分析モデルを用いることで，林業経営の将来性を林分単位で
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明らかにすることが出来ると考えられる。 

 第 3 章で提示した分布ラグモデルについては，最近では部分調整モデルを一般化した誤差修正

モデル（ECM）が多用されている。さらに，C.W.J.Granger によって時系列分析に応用されている。第

3 章の共和分検定においてこの概念を用いているが，造林面積の推移を説明する分析モデル自体

に ECM を取り入れることも今後は重要となると考えられる。また，本論文では日本全体の集計データ

を用いたが，都道府県別や地域別のパネルデータを用いることで，地域の特徴を明らかにすることも

必要となる。 

 また，造 林 行 動の分析 を行 う際 ，造 林 面 積の説 明 変 数である販 売 面 積 の代 理 変数 として立 木 価

格を用いているが，変量 誤差の問題が生 じる可 能性がある。これに対応 するため，近年では操作 変

数法が用いられることが多い。林業 分 野では利 用可 能 なデータが限られることから，今 後はこれらの

手法を取り入れ，分析をおこなう必要がある。 

 第 4 章ではマイクロデータを用いた離散選択モデルを提示したが，近年，研究が進展している分野

であり，最近の潮流としては，Nested Logit モデル，Heteroscedastic Extreme Value モデル，Mixed 

Logit モデル等，Logit モデルの諸条件を緩和した generalized extreme value モデルに関する研究

がよく行われている。また，使 用するデータについても，実 際の観察 から得 られるデータと，仮想 的 な

実験で得られるデータとを区別し，それぞれの長所を補完する利用方法が検討されている。 

 さらに，近 年 の離 散 選 択 モデルの研 究 では，直 接 的 な説 明 変 数 を被 説 明 変 数 とし，外 生 変 数 を

説 明変 数とする同時 方 程 式体 系 を推 計 する方 法が用 いられ場 合がある。使用 する変数についても，

アンケート調査から得られる主観的なデータと，科学的調査に基づいた客観的データのどちらを用い

る方 が適 合 的 であるかを検 証 する必 要 がある。本 研 究 では間 伐 における意 志 決 定 モデルを構 築 し

推定したこと自体が成果であり，モデルの精緻化は今後の課題である。 

 一方で，人間は必ずしも経済的に合理的な行動を取るとは限らないと考える行動経済学が注目を

集めている。林 業 経営 は長期 的 な視 点が必要 なことから，森林 所 有者が経済 的に合理 性のある行

動をとっているかどうかは判断が難しい。そのため，行動経済学の概念を取り入れ，森林所有者の行

動 モデルを構 築 し，計 量 的 に実 証 していくことは，これからの我 が国 林 業 の担 い手 を模 索 する中 で

重要な研究になると考えられる。 

 そして，第 5 章ではパネルデータによる生産関数分析を行ったが，パネルデータに関する分析手法

も次々と開 発 されている。被 説 明変 数のラグ項が説明 変数に入っているダイナミックパネル分析や，

離 散 選 択 モデルを拡 張 した非 線 形 パネル分 析 などが考 案 されている。これまでデータ蓄 積 があまり

行われてこなかったことから，通常の生産関数を想 定するだけでは我が国林業の生産性を分析する

ことは困難である。新しい分析手法を取り入れることで，既存のデータを活用できる可能性を切り開く

ことは今後の課題と考えられる。 

 

第 4 節 我が国林業において分析手法開発が急がれる分野  

 本論 文では，我が国林 業における計量的 分析 手法について検討 を行 い，すべての分野に於いて

議論を行い得たわけではない。これまで経験と勘に頼った分析が行われてきたことから，計量分析が

必 要とされる領域がまだ多 数残 されている。その中で，今後 ，分 析 手 法 の開発が特に急がれるのは，

次の 2 点であろう。1 点目は林業経営体や林業事業体の経営分析についてである。木材価格が 1

万円 /m
3 で推移しており，今後も大幅な価格上昇が望めないことから，無駄を省き生産性を高めるよ
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うな経 営を行わない限り，持続 的な林業経 営は行い得ないと考えられる。生産 期間が長 期に亘るの

みならず，経営規 模が小さいことから，林業 経営をモデル化することは困難であるが，林業経営を立

て直すにはここに切り込むより他に方法はないと考えられる。これまで，単一の経営体や事業体の経

営 分 析 は行 われることはあった。しかし，多 くの経営 体 や事 業 体 を横 断 的に分 析することで，データ

収 集 と経 営 モデルの抽 象 化 を実 現 し，実 証 分 析 を行 うことが可 能 となる。これを実 行 するには大 規

模なプロジェクトを組む必要があり，多くの関係者の協力が必要となると思われる。 

 2 点目は，木材需給が今後どのように変化するのかを明らかにすることである。森林・林業再生プラ

ンにおいても国 産 材 の加 工 ・流 通 構 造 の改 革 が検 討 され，木 材 利 用 の拡 大 が求 められている。歴

史的には，木 材が輸入されるようになってから，国 産材需要が減 少していったが，その理由の一つと

されてきたのが輸 入材 価 格よりも国 産材 価 格の方 が高いと言 うことであった。しかし，ここ数 年，国 産

材価 格の方が低くなったにも関わらず，国 産材の需要 量は大きくは増えていない。我が国 は世 界で

も有数の木材消費国であるが，その多くを海外からの輸入に頼ってきた。しかし，海外の木材資源は

減少傾向にあることから，世界的な木材資源戦略としては，我が国は国産材自給率を上げなければ

ならない。この達 成 のために，木 材 需 給 の変 化 に与 える要 因 を明 らかにし，どうすれば国 産 材 自 給

率を挙げられるようになるのかを明らかにする必要がある。これまでの先行研究では木材需給モデル

がいくつも創られてきたが，政策に活かされてこなかった。今後は，政策に直結するような木材需給モ

デルを構築し，どのような政策を行うことが有効なのかを提言することが重要となる。 

 


